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平成３０年第２回羅臼町議会定例会（第１号） 

 

平成３０年６月２１日（木曜日）午前１０時開会 

 

──────────────────────────────────── 
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──────────────────────────────────── 

午前１０時００分 開会 

──────────────────────────────────── 

◎開会・開議宣告 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１０人です。定足数に達しておりますので、平成３０年第２回羅

臼町議会定例会を開会します。 

 これから、本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１ 会議録署名議員の指名 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２３条の規定によって、１番加藤勉君及び２番田中良

君を指名します。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第２ 会期の決定 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第２ 会期の決定の件を議題とします。 

 お諮りします。 

 本定例会の会期については、議会運営委員会で協議をしていただき、本日１日にしたい

と思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） 異議なしと認めます。 

 したがって、会期は、本日１日と決定しました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第３ 諸般の報告 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第３ 諸般の報告を行います。 

 去る６月１２日、札幌市において開催されました第６９回北海道町村議会議長会定期総

会に出席いたしました。 

 次に、羅臼町監査委員から、例月出納検査の結果について報告がありました。資料は議

長の手元に保管しています。 

 これで、諸般の報告を終わります。 

──────────────────────────────────── 
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◎日程第４ 町長行政報告 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第４ 町長より行政報告の申し出がありましたので、これを

許します。 

 町長。 

○町長（湊屋 稔君） おはようございます。 

 まずは、先ほど表彰を受けられました坂本議員、小野議員におかれましては、長年、羅

臼町のため御尽力いただきましたことを、町民を代表し、私からもお礼を申し上げますと

ともに、今後の御活躍を御祈念いたしたいと思います。大変おめでとうございます。 

 さて、お許しをいただきましたので、５件の行政報告をさせていただきます。 

 １件目は、知床らうす国民健康保険診療所、手塚所長の退任についてであります。 

 知床らうす国民健康保険診療所の手塚所長につきましては、本年７月末をもちまして退

任されることとなりました。 

 手塚所長におかれましては、平成２２年７月から平成２６年７月までの４年間、また、

平成２８年８月からこれまでと、通算６年間にわたり、当町の地域医療の実情を御理解さ

れ、献身的に医療に携わっていただきました。 

 就任以来、診療所の改築事業や指定管理者制度を導入した運営が開始されるなど、大変

な御苦労をいただき、多大なる御尽力を賜りましたことに対しまして、町民を代表して心

から感謝申し上げる次第でございます。 

 なお、後任につきましては、常勤所長が決定するまでの間、齋藤孝次理事長ほか孝仁会

グループなどの医師による診療体制となっております。 

 町民の皆様には御不便をおかけいたしますが、御協力いただきますようお願い申し上げ

ます。 

 ２件目は、第１８回全国障がい者スポーツ大会代表選手の決定についてであります。 

 平成３０年１０月１３日から１５日までの３日間、福井県で開催される第１８回全国障

がい者スポーツ大会に、羅臼町共栄町の木下葉月さんが１００メートル走の北海道代表選

手として派遣されることが決定いたしましたので、報告させていただきます。 

 大変喜ばしいことであり、これからも健康に留意され、全国大会では、日ごろの練習の

成果を十分に発揮され、御活躍されることを期待しております。 

 ３件目は、ご当地ナンバーについてであります。 

 地方版図柄入りナンバープレート、いわゆるご当地ナンバーにつきまして、本年２月２

０日付で地域名表示を「知床」とし、漢字二文字の表記として北海道へ導入申請を提出し

ておりましたが、国土交通省が５月２２日に地方版図柄入りナンバーについて、新たに全

国１７地域の名称を追加すると発表し、北海道では「知床」と「苫小牧」ナンバーの追加

が決まりました。 

 今後は、知床をイメージした図柄の募集や審査などを経て、１２月までに図柄を選定
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し、北海道へ提出する予定で、北海道内では「知床」と「苫小牧」ナンバーのみが図柄の

入ったナンバープレートとなります。 

 なお、知床・図柄入りナンバーの交付が開始されるのは、２０２０年度中の予定となっ

ております。 

 また、既存の地域名表示へ図柄を入れる地域が全国で４１地域が決定され、本年１０月

ごろより、地域の風景や観光資源を図柄にした地方版図柄入りナンバーの交付が開始され

る予定となっております。 

 ４件目は、平成３０年度羅臼町防災訓練の実施結果についてであります。 

 今年度の防災訓練は、去る６月１３日午前１０時４０分より、羅臼町全域を対象に、地

震、津波を想定した避難訓練を実施いたしました。 

 また、羅臼消防署、羅臼駐在所、羅臼海上保安署、陸上自衛隊、羅臼漁業協同組合の関

係機関にも御協力をいただきながら、災害時における情報の共有と伝達、関係機関におけ

る初動体制の確認やパトロールなどの訓練を中心に行いました。 

 訓練は毎年、各学校、福祉施設、民間企業、団体等、全町民を対象に、防災意識の高揚

を図るため実施しているところでありますが、ことしは総勢１,３２３人の参加をいただ

きました。５月末の総人口５,０８７人に対する参加率は２６.０１％で、町民の４人に１

人が御参加いただけたことになり、近年の参加状況を見ますと、昨年に比べ参加人数は若

干減尐したものの、参加率ではわずかながら増加をし、統計をとり始めた平成２３年度以

降で最高となりました。 

 例年、訓練については、平日の勤務時間帯ということもありますが、各家庭や事業所に

おきましては、この防災訓練を機会に、避難所や非常持ち出し品の再確認などのほか、い

つ起こるかわからない自然災害から命を守るという行動への意識を高めていただくため、

今後も継続して実施してまいります。 

 多くの皆様に御参加をいただきましたことにお礼申し上げ、報告といたします。 

 ５件目は、鮮魚取扱高についてであります。 

 お手元に配付をさせていただきました日報は、ことし６月１９日付のものであります。 

 主要魚種で見ますと、ホッケが昨年同期と比べ、数量で約４倍弱増、金額で３,７００

万円増と、数量、金額とも昨年を上回っておりますが、ここ近年は、いまだかつてない不

漁でしたので、この先も伸びることを期待したいと思います。 

 スケソウやタラ、カレイ類については、ほぼ横ばいで推移しております。 

 ウニについては、好天に恵まれ、出漁回数も多くなっていることから、順調に推移して

おります。殻つきウニの単価が安くなっていることから、折ウニや塩水ウニでの出荷割合

が伸びております。ウニ漁トータルでは２５０万円増となり、ほぼ昨年同期と同じであり

ます。 

 好調なのがタコでありまして、昨年同期と比べ、数量、金額で昨年同期の約１.５倍と

なっております。 



― 6 ― 

 先月から始まりました定置の春漁ですが、昨年より２,８００尾多く水揚げされてお

り、今後、網が入る漁場もありますことから、さらに多くの水揚げがされることを期待し

ております。 

 総水揚げ金額では、これまで約２億１,７００万円の増となっております。春漁がこの

まま順調に推移して、事故もなく、大漁で、浜に活気があふれるように願っております。 

 以上でございます。 

○議長（村山修一君） これで、行政報告を終わります。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第５ 一般質問 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第５ 一般質問を行います。 

 順番に発言を許します。 

 最初に、４番宮腰實君。宮腰君。 

○４番（宮腰 實君） 私は、通告に従いまして２件の質問をさせていただきます。 

 まず最初に、子育て支援の充実について伺います。 

 町長は、執行方針の中で「幸せを感じる医療・保健・福祉・介護の充実を」と述べられ

ています。人口減尐時代に対処するためには、中でも子育て支援の充実が重要と考え、お

伺いいたします。 

 昨年、役場庁舎内に立ち上げられた子育て支援プロジェクトでの検討結果をお知らせく

ださい。また、既に取り組まれている内容をお聞きいたします。 

 また、幼尐期における子育てで一番の不安は医療問題と思われます。小児医療の充実な

ど、町長のお考えをお聞かせください。 

 続きまして、２件目でございますけれども、町営住宅についてです。 

 町の条例に町営住宅監理員の規定があります。第５１条中には「町営住宅及びその環境

を良好な状況に維持するよう入居者に必要な指導を与える」とあります。住環境の調査は

十分になされておりますか。その調査内容をお聞きいたします。 

 以上、２点をお伺いいたします。 

○議長（村山修一君） 町長。 

○町長（湊屋 稔君） 宮腰議員から、２件の御質問をいただきました。 

 １件目は、子育て支援の充実について、２点の御質問であります。 

 １点目の、昨年、役場庁舎内に立ち上げられた子育て支援プロジェクトでの検討内容と

既に取り組まれている内容についてであります。 

 私は、昨年度、政策課題を解決するために、庁舎内に管理職プロジェクトを立ち上げ、

さまざまな課題に対する意見をいただきました。その中で、総合的な子育て支援施策に関

することについても検討していただきました。 

 子育て支援施策に関することは多岐にわたっているため、管理職のみならず、係長や係



― 7 ― 

員もメンバーに加わってもらい、経済支援、保育体制、遊び場等の設置、１校１園化、親

育ての五つの部会に分け、意見をまとめていただきました。 

 その中から、今年度は、経済支援策として、高校生までの町内バスの無料化、産婦健診

や不妊治療費の助成を実施しております。 

 また、放課後児童クラブの定員の拡大、さらに行政と学校が協働で子どもの自立や家庭

を応援していく体制をつくっていくための教育委員会と保健福祉課、幼稚園が連携した横

断的な組織「子どもの自立・親力向上チーム」を立ち上げ、生活習慣の乱れなどの課題解

決のための講演会や啓発物資の作成を実施する予定であります。 

 来年度に向けては、幼稚園の預かり保育の内容を見直し、保育時間の延長などの検討を

してまいります。 

 １校１園化につきましては、メリット、デメリットを明確にし、園児、児童数の動向を

見ながら、平成３３年度からの実施を目標としていきたいと判断いたしました。今後は、

学校や幼稚園、地域の皆様の御意見を伺いながら準備を進め、１校１園化後の施設を活用

した、保育や遊び場等の確保なども検討してまいりたいと思います。 

 ２点目の幼尐期における子育てで一番不安な医療問題について、小児医療の充実など、

町長のお考えをお聞かせくださいとの質問であります。 

 現在、孝仁会で運営していただいております知床らうす国保診療所では、内科、外科、

小児科を標榜しておりますが、小児科医師は全国的に極めて招聘が難しい状況にありま

す。医療体制については、引き続き孝仁会に要請してまいりますが、小児科医療につきま

しては、近隣の病院と連携し、医療の提供に努めてまいりますので、御理解と御協力をお

願いいたします。 

 ２件目は、町営住宅についてであります。 

 町営住宅監理員については、町長が町職員のうちから５人以内の範囲内において任命す

るとなっているところ、現在、当町においては、建設水道課職員２名を任命しておりま

す。 

 町営住宅監理員の業務としては、町営住宅の入居者の確認として、長期不在の申請、同

居の申請、別居の申請などの手続や滞納家賃の督促など管理に関する事務を所掌させてお

ります。 

 町営住宅の住環境の調査については、日常の点検のほか、入居者からの申し出により対

応させていただいておりますが、限られた予算の中で、入居者の皆さんに生活の支障が出

ることのないように、効果的かつ効率的に対応してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（村山修一君） 宮腰君。 

○４番（宮腰 實君） ありがとうございます。 

 今、御答弁にありました放課後児童クラブを例に挙げて、子育て支援の話をしたいと思

います。 
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 この放課後児童クラブは、平成２７年度から始まっています。昨年は、定員１９～２１

名のところ、申込者が２３名、本年度は定員２５名のところに２７名の申し込み、入所者

が２５名と伺っております。２名が辞退し、３名が対象外であったということです。 

 対象なのですけれども、例えば、保護者が昼間、家庭にいない、しかも、月に１５日以

上かつ３カ月以上継続している場合というただし書きといいますか、それがついていま

す。それから、募集定員は２５名。これは、通年の利用が見込まれる方とのただし書きが

あります。定員を超える申し込みがあった場合には、実施要綱というのがありまして、そ

れに基づき選考することになります。低学年が優先され、高学年の利用を見送る場合があ

りますと書かれています。また、兄弟の利用であっても、高学年が利用できない場合があ

りますというただし書きがついている。 

 そこでお伺いしたいのですが、例えば、定置漁業ですとか昆布漁業みたいに季節的な人

は、確かにその時期だけ、３カ月になるか２カ月になるかわかりません。この人は利用さ

れないことになります。それから、仕事を応援する、子育てを応援するというか、つまり

この環境の中で子育てできるということなのだけれども、兄弟の一方が入れたけれども、

もう一方が外されたのであれば、親は自由に仕事できませんよね。それから、例えば保護

者がいますと。がしかし、お嫁さんにとっては、あるいはその親にとって、このおばあ

ちゃんに任せたのであれば、とてもでないけれども、私、せっかく、虫歯になるから炭酸

物を飲ませないようにしていたのに、ちょっと任せておいたら、おやつ食い放題で、ゲー

ムはやり放題で、とてもこのおばあちゃん１人には任せられないのだという人も実際には

おられると思います。 

 選考するのだそうですが、この選考方法は、誰がどのようにしてなされているのです

か。例えば、公営住宅の入居者であると公営住宅選考委員会というのがありまして、何人

もの委員さんが慎重に選考しておりますが、どのような選考の基準になっているか。 

 それから、定員の設定は、誰がどのように何を基準にしてなされているのか。私の感覚

では、当然、子育ての支援をしたいのであれば、事前にどのぐらいのニーズがあるかとい

うのは把握なされていると思うのですけれども、どうなっていますか。この辺をまず質問

させていただきます。 

○議長（村山修一君） 保健福祉課長補佐。 

○保健福祉課長補佐（洲崎久代君） 宮腰議員からの御質問ですけれども、選考の方法に

つきましては、実施要綱で定めております基準に基づいて、各申請書に基づきまして、そ

の点数化を行います。点数化を行って、その点数の多い順から選考するという方式にして

おりまして、保健福祉課内で行っております。 

 定員の設定につきましては、現在、羅臼町で子ども・子育て支援事業計画というのをつ

くっておりまして、つくるに当たりましてニーズ調査を行っております。そのニーズに基

づきまして、平成２７年度から５年間の計画をつくっております。その中で定員をつくっ

ているわけなのですけれども、この計画につきましては、子ども・子育て会議というのを
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設置いたしておりまして、そこの了承を得て子育て計画をつくっております。その中で定

員については定めておりますが、当初、２７年度につくっているのですけれども、そのと

きのニーズ調査では拾い切れなかったといいますか、そういった方々もいます。ニーズは

高まっている状況だと把握しておりまして、徐々に定員を上げるということをしておりま

す。 

 実際に定員につきましては、現在、委託をしている事業でございます。また、羅臼小学

校の空き教室を利用して実施している事業でして、学校のスペースの状況と、あと委託事

業者との検討を行いまして、現在、２５名ということで設定しております。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 宮腰君。 

○４番（宮腰 實君） 先ほどもう尐し質問したのですけれども、つまり定置や昆布の人

なんかの扱いはどうなるのか、あるいは、兄弟の一方だけが、実際には仕事の助けにはな

らないのではないかということがあります。 

 それから、もう一つは、立ち位置ですね。支援のためにやるのだというと、できるだけ

数多くの人々、ニーズのある人々を一人でも救いたいと思う気持ちでやっているのか、そ

れとも、入れ物がこれしかないのだから、ここから削るためにやっているのか、その立ち

位置がどうなっているかをもう一度お聞かせください。 

○議長（村山修一君） 保健福祉課長補佐。 

○保健福祉課長補佐（洲崎久代君） 時期的に就労されている方々につきましては、現在

のところ、担当窓口のほうで御相談は受けていまして、通年見込まれるというところをう

たっておりますので、そこを優先させているために、現在は、季節的に就労されている方

というのはお受けしていない状況にあります。 

 御承知のとおり、当初、利用がかなり下回っていたのですけれども、この２年間で放課

後児童クラブというものの周知がなされてきたのと、あと、かなり効果的なといいます

か、評価が高い事業なのだなとこちらでも理解しておりまして、お申し込みもたくさんい

ただいている状況です。ですが、現在の状況としては、これ以上の定員は難しいというこ

とで判断しておりますことを御了承いただきたいと思います。 

 放課後児童クラブにつきましては、児童館ですとか、そういった施設がある場合です

と、そちらのほうで日中の安全ですとか遊び場の確保ということも可能なのでしょうけれ

ども、当町はそういった児童館というのがございません。それで平成２７年度の子ども・

子育て支援事業計画というものをつくった際に、まず、介護の施設ですとか医療の施設が

充実してきたことでの保護者がいる方のお子さんの受け入れ先ということで、まずは放課

後児童クラブを立ち上げようということで、子育て支援という視点で立ち上げさせていた

だいたところですが、現状、やはりいろいろなニーズを抱えている方の受け入れというこ

とがかなわない状況でありますが、今後に向けましては、事業の拡大等も検討していきた

いと担当では思っているところです。 
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○議長（村山修一君） 宮腰君。 

○４番（宮腰 實君） ありがとうございます。もっともっと充実させたいのだけれど

も、担当としては今いっぱいのところにあるという御答弁でございました。どうぞ尐しで

も、例えば２７年度から５年間の計画を既に立ててしまっているというのだけれども、今

どんどん周知が広まって、しかも評価が高まってニーズがふえてきているのに、５年間聞

けませんというのであると、どうしてもやはり、本当に子育て支援のために利用する、そ

の心がそこにあるかということをちょっと疑わざるを得ません。 

 また、小児科医療のことでございますけれども、近隣の病院と連携し、医療の提供に努

めてまいりますとありますけれども、これを具体的にお伺いしたいと思います。 

 また、隣町の標津町では、皆さんも御存じでしょうけれども、北海道ナンバーワンの子

育て支援のまちと標榜して、既に次の事業を実践しています。結婚活動の応援強化、これ

は出会いの場づくり。そして出産祝い金の給付、第３子５０万円。つまり第１子も第２子

もあります。第３子には５０万円。乳幼児紙おむつ購入助成、４回にわたって計１２万

円。今、課長補佐の答弁にもありましたけれども、標津こども園の開設、２９年から開設

されています。そして、保育園の無料化または負担軽減、幼稚園の完全無料化、小中学生

の学習教材の助成、高校生までの医療費の無料化、標津高校での学びの支援として入学時

教科書や制服代金として５万円、町内外からのバス通学費全額支給、国公立大学合格者に

入学料相当の３０万円の支給、医療費無料、町外から標津高校に通学の生徒も無料、既に

これらのことがなされています。 

 近隣の情報は早く伝わります。そして、羨望がやがて我が町への失望につながり、若年

層の他町転出へと拍車がかかり、転出へとつながっていきます。財政規模が違いますか

ら、一度に大きな子育て支援はできないでしょうけれども、それにしても、将来このよう

にしよう、将来像を示して、町民の皆さんに御理解をいただくことが肝要と考えておりま

すが、町長のお考えをお聞かせください。 

○議長（村山修一君） 町長。 

○町長（湊屋 稔君） ただいまの宮腰議員の御質問でございます。 

 まずは、多分、今までこの問題については、いろいろなところで議論をされてきていま

すので、私のほうからもいろいろな形でお答えをしてきたのだろうというふうに思ってお

ります。 

 今おっしゃっていただいたように、財政規模の違いというのは非常に大きな要素として

羅臼町にのしかかっているということは御理解いただきたいというふうに思いますけれど

も、この中で、今、標津町の取り組みについておっしゃっていただいた中にも、実際に羅

臼町として取り組んでいる項目も中には含まれております。全てが羅臼町としてやってい

ないのだということではないということも御理解いただきたいと思いますし、今後、隣町

標津町の全てを取り入れていくというようなことにはならないと思いますけれども、私

が、将来ある子どもたちのためにしっかり対応していきたいというような、執行方針も述
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べさせていただいたとおり、できる限りの一つ一つ、それを実践していきたいということ

には、全く思いとしての変わりはございません。ただ、思いだけでは何もならないだろう

ということであるかというふうに思いますけれども、そこはいろいろなそのときの状況も

鑑みながら、いろいろとでき得る限りの努力はさせていただきたいというふうに思います

し、先ほどの放課後児童クラブにおいても、確かにその中で立ち位置はどうなのだと、そ

ういうふうに決めたからやっているのか、子育て、本当にそういった人たちに手を差し伸

べているのかというような御発言もございましたけれども、決して、全く、やると言った

からやっているとか、仕方なくやっているだとか、そういうことではないということも御

理解いただいて、子育てをしている家庭またはお子さんたちのために、でき得る限りの努

力をさせていただく中で、この２５名という定員、または、それ以外の選考に当たっても

やっている。それと、やはりこれは子育ての環境だけではなくて、ほかの部分、例えば老

人福祉の部分に関しても、やはりそこで働いていただくスタッフの不足というのが一番大

きくかかわっているということでありまして、一人で見れるお子さんの数というのがしっ

かり決まっている中で、そのスタッフをどうするのだというようなことも含めていろいろ

な悩みを抱えている状況であることも御理解をいただければというふうに思っておりま

す。 

○議長（村山修一君） 宮腰君。 

○４番（宮腰 實君） 私、申しましたように、尐なくとも今すぐできなくても将来像を

示して、将来はこういうふうにしたいのだと、この町はこのぐらいのことはやりたいと

思っているのだということを、今できないのだけれども、そこを目指すということをはっ

きりと若年層に示していかなければ、私、先ほど申しましたように、「うらやましいね、

標津ね」「標津のほうが暮らしやすいね」が、今度は「どうせだめだったら、私ら出るか

い」という簡単な感じになってしまいますので、その辺のことを、やっぱり将来像を尐し

でも示して、いずれはこうする、こういう町にするよというのをきちんと示していくべき

だと私は思っています。 

 ちょっと話しにくいお話なのですけれども、本当は人間も含めた動物たちというのは、

次の子孫を残すためにこそ存在意義があると思っています。ですから、存在そのものに、

恐らく繁殖ということができなくなった時点で、確実に次の世代の邪魔にならないよう

に、老いてこの世から静かに去っていくというふうに仕組まれているものと私は思ってお

ります。だとすると、子育て、不幸にして自分で子どもに恵まれない方々もおられましょ

うけれども、子育てはみんなで子育てを楽しんで、そのことによって満足感を得るという

雰囲気づくりがとても大事かなというふうに思っていますので、御理解いただきたいと思

います。 

 続きまして、公住のほうに入らせていただきます。 

 町長は執行方針の中で、町営住宅について「安全・安心に住み続けられる良質な町営住

宅の形成を目指す」と述べられています。中でも、栄町高台は、今年度８戸の解体を実
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施、また、老朽化の激しい緑町団地では、建てかえのための調査検討を行い、来年度末の

着工を目指すと述べられています。述べられていますので、いろいろなうわさが飛び交い

ます。以前にも高台の住宅の話をいたしましたけれども、確かに町営住宅なのだけれど

も、建ってから５０年。そうすると、そこでコミュニティーがきちんと生まれています。

当然そこで生まれ育って、ふるさとと感じている方もたくさんおられます。この方々に、

次、いつ、どのようにという不安感はあるのですね、すごく。確かに新しい住みかえや建

てかえということに目が向きがちですけれども、実は、もしかしたら建てかえまでは命を

保たれない方もおられるかもしれないのです。今、きょうも、毎日のその方々の日々の生

活があります。良好な状況に維持するように入居者に指導を与えるためには、常に中がど

うなっているか、トイレがどうなっているか、玄関がどうなっているかというのを見回っ

ていなくてはいけないはずです。実際にいろいろな不安を訴えてくる方に聞いて見ます

と、町ではこういう監理員というのを指定することになっていて、「見回ってあなた方の

話を聞いてくれているはずだよ」「中がどういうふうになっているか見てくれているはず

だよ」と聞くのだけれども、「ほとんどそんな人来たことないよ」と答えます。内情を知

らないで適当な指導ができるはずがありません。この辺をどういうふうにして今も高齢者

や独居老人に寄り添う施策がなされているのか、その辺のお考えをお聞きしたいと思いま

す。 

○議長（村山修一君） 暫時休憩します。 

午前１０時３７分 休憩 

────────────── 

午前１０時３８分 再開 

○議長（村山修一君） 再開します。 

 副町長。 

○副町長（鈴木日出男君） ただいま宮腰議員の質問でございますけれども、言われたと

おり、では、日常茶飯事、担当がその各町営住宅の入居者を回って、いかがでしょうかと

いうようなきめ細かな行政指導は、恐らくできていないというふうに実は思っておりま

す。しかしながら、入居者からの連絡もございますので、その都度お伺いしながら、維持

補修に努めているというのが現実な行政運営の中で行っているということでありますの

で、その辺は理解をいただきたいというふうに思いますが、ただ、これだけの劣悪な状況

の町営住宅も議員知ってのとおりだというふうに思いますけれども、そういったところを

今後、公共施設の長寿命化対策を含めて、町営住宅をどう維持していかなければならない

かということも計画をつくって、町民にもお示ししたところでございます。その中で、高

台、あるいは緑町、これが一番古いというようなことから、この住宅について改修をして

いく計画を既に立てて、現実、進めております。ただ、それを今、御質問のとおり、きめ

細かな説明をしているかというようなこともありますけれども、入居者にとってはきっと

不安なところもあろうかというのも我々承知しているところでございますが、この辺はき
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め細かく町内会長を初め、役員の皆さんにもお話をさせていただき、こういう状況で進め

ていきたいというのは、その都度、入居者にも説明をしながら、退去していただいたり、

そういう策を講じながら行っているところでございます。 

 既に、高台については、そういうような状況の中で、今すぐ退去しなければならないと

いうことではなく、まだまだ住んでいる住民の気持ちを酌みながら、恐らく３年も５年も

まだかかると思います。そんな一挙にできる問題でもありませんので、そういった入居者

のお話も聞きながら転居を進めているということでありますので、御理解をいただきたい

というふうに思います。 

 また、緑町については、これから作業を進めていきますけれども、当然に緑町にはそう

いうお話をさせていただいておりますし、今後、調査を入れた中で、退去の方法等も含め

て進めてまいりたいというふうに、とにかく不安のないような形で進めてまいりたいなと

いうふうに思っておりますので、御理解をいただきたいというふうに思ってございます。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 宮腰君。 

○４番（宮腰 實君） ありがとうございます。 

 特に高台のことなのですけれども、今、あそこのコミュニティーが崩壊、要するになく

なってしまいます。一番津波に強いところだから、あそこに避難所としての中学校をつく

り、備蓄品を置いて、しかも一番安全なところにあったコミュニティーがなくなる。どこ

かへんてこだなという感じがしております。 

 また、緑町の方々にしても、非常に狭い中で、しかも数十年たった、４０年、５０年と

経た建物の中で、トイレの環境、それから床の環境、電気周りの環境と非常に劣悪な環境

の中におられるので、申し込みのあった人、あるいは、いろいろな人からのお話があると

対処しておりますということなのですけれども、実は、高齢の方々はやっぱり役場に電話

するというのは非常に大変な勇気の要ることなのです。だから、温かい気持ちとしては、

こちらから、おばあちゃんどうしていますか、何か不自由なことありませんか、困ってい

ることありませんかと。もし見回れないにしても、声をかけてあげてください。そうする

ことによって、「私はこの後どうなるの」「いつここを出なくちゃいけないの」「今度高

い建物ができたときに、わし、もう上になんか入れないよ。下に入れるのだろうか」、い

ろいろな不安を持っています。それから、ここに何十年もいたのに「わし、そんなに、来

年だか再来年だかわからないところまで生きていられないと思うの」、これももちろん正

直な気持ちだと思います。本当に、だから、この至るまでにも、それぞれの方に日々の生

活がある。高齢者や独居老人に寄り添う施策をよろしくお願いいたしまして、質問を終わ

らせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（村山修一君） 以上で、宮腰實君の一般質問を終わります。 

 次に、３番髙島讓二君に許します。 

 髙島君。 
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○３番（髙島讓二君） まずは、質問に入る前に、６月１８日に発生しました大阪北部を

震源とする地震で亡くなられた方々には哀悼の意を表しますとともに、被害に遭われた

方々には心からお見舞いを申し上げます。 

 さて、通告しております空き家対策についてと羅臼橋についての２件について質問いた

します。 

 １件目の空き家対策については、我が町ばかりではなく、全国的な問題として平成２６

年に空家対策の推進に関する特別措置法が公布されました。 

 我が町は、１０年前と比較して人口が約１,０００人もの住民が減尐しております。そ

れとともに空き家が目立つようになりました。問題は、適切に管理されていない、つまり

特定空き家等であります。 

 特定空き家等とは、倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態、著しく衛生上有

害となるおそれのある状態、適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なってい

る状態、その他周辺の生活環境の保全を図るため放置することが不適切である状態にある

空き家をいいます。 

 人口減尐に伴い、今後、適切に管理されていない空き家の増加が予測されることから、

対応、対策についてお聞きいたします。 

 現在の空き家の状況の実態把握について。 

 町は、空き家・空き地バンクの登録を促していますが、登録と課題についてどのように

考えていますか。 

 また、空き家対策の体制整備など、今後の対策として何が必要かをお答えください。 

 ２件目は、羅臼橋についてです。 

 我が町の交通のかなめとも言える羅臼川にかかるメーンの橋でもある羅臼橋ですが、竣

工が昭和３１年、１９５６年の５月であります。６２年の歳月を経ており、橋梁の耐用年

数は一般的に５０年と言われておりますので、既に耐用年数を過ぎており、また、橋梁の

幅員も狭く、大型車同士の対面通行には神経を使うなど、安全面に問題があります。加え

て、歩道も片側のみであり、欄干が曲がり、さびが目立ち、また、観光がもう一つの産業

である我が町の景観も損ねていると考えております。 

 私は、以上のことから総合的に判断すれば、羅臼橋のかけかえをすべきであると思いま

す。今後の対策も含め、町はどのように考えているのかお聞きし、１回目の質問といたし

ます。 

○議長（村山修一君） 町長。 

○町長（湊屋 稔君） 髙島議員から２件の御質問をいただきました。 

 １件目は、空き家対策について、３点の御質問であります。 

 １点目は、空き家の件数、防災上問題があると思われる件数についてであります。 

 全国的に空き家が多くなり、このうち適切な管理がなされていないものは、地域住民の

生活環境に深刻な影響を与えており、問題解決が困難かつ相当な時間を要するものとなっ
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ています。 

 この増加する空き家に対応するため、国では、平成２６年１１月２７日に空家等対策の

推進に関する特別措置法を公布し、平成２７年５月２６日に全面施行されています。 

 羅臼町内には、老朽化が進んでいる空き家と思われるものが多数存在しており、苦情が

ふえていくことが予想されるところです。 

 このことから、平成２７年１２月１日に羅臼町空家等対策検討委員会を設置し、空き家

等に関する施策を検討しておりますが、昨年度中に町内会の皆さんの協力を得ながら、町

内の状況確認調査を実施いたしました。 

 この調査は、空き家がどの程度の状態なのかを外部から目視や近隣住民からの聞き取り

によるものですが、北浜以北を除く町内全体で、同一敷地内での空き家と思われる件数は

１２５件、建物の数は１７４軒となっております。そのうち、防災上問題があると思われ

るものとして、既に危険な状況にあるものから、今後、損壊が進行していくと推測される

ものまで状態はそれぞれでありますが、建物が一部損壊、半壊、全壊している件数６５

件、建物の数では９９軒となっております。 

 なお、平成２９年度までの羅臼町内における空き家等の苦情は２０件ほど受けている状

況にあります。 

 ２点目は、空き家バンクの登録と課題についてであります。 

 空き家・空き地バンク制度につきましては、町内における空き家・空き地の有効活用を

通じて、移住及び定住促進による地域の活性化を図ることを目的として、平成２７年度か

ら開始しております。 

 登録条件につきましては、空き家は、居住していない町内にある建物で、良好な管理状

態にあり、電気、水道、排水等、生活に必要な設備が完備しているもので、空き地は、住

宅や店舗等の建築に適当な面積を有する町内にある更地で、良好な管理状態にあるものを

条件とし、町のホームページに掲載し情報発信しており、売買や賃借の仲介は行わず、交

渉や契約は当事者間で行っていただく制度となっております。 

 毎年、空き家・空き地の登録を町政だよりなどで募集しているところでありますが、空

き地については、これまで１０件が登録され、２件が交渉成立し、現在８件の土地が登録

されておりますが、空き家についてはこれまで登録されておりません。 

 移住・定住の促進を図るためには、町内における雇用や居住情報等をまとめ、移住フェ

ア等のイベントにおいて情報発信する必要があると考えております。 

 ３点目の今後の対策につきましては、防災上問題のあるものは、個人所有の財産である

ことから、解決に至っているものは４件にとどまっているところであります。解決に至ら

ない原因としては、経済上の理由や所有者不明が大半であり、厳しい状況にあります。 

 このことから、今年度、アンケート等も活用し、現在の所有者及び関係者を特定してい

き、防災上問題のある物件については、問題解決に向け強く指導してまいります。 

 また、昨年度実施した状況調査の結果、有効活用できそうな物件が３０件ほどありまし
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たので、有効活用できそうな空き家や空き地については、直接、所有者に空き家バンクへ

の掲載をお願いするなど進めていきたいと考えております。 

 さらに、空き家等の有効活用を推進するため、空き家対策計画の策定に向けた作業も進

めていきたいと思っております。 

 ２件目は、羅臼橋についてであります。 

 道道知床公園羅臼線にかかる羅臼橋は、昭和３１年完成後、６２年が経過しており、経

年劣化による老朽化が著しい状態であります。 

 羅臼橋は自動車交通量も多く、路線バスや観光バスの運行経路となっておりますが、道

路幅員が狭く、大型車のすれ違いが困難な状況にあり、高欄の破損や腐食が著しいことか

ら、景観上も好ましい状況にはなっておりません。 

 また、近くには小学校があり、通学路として利用されておりますが、羅臼橋の相泊側の

道路には歩道が設置されていなく、小学生や観光客等の歩行者の安全が確保されていない

状況であります。 

 このため、道路管理者である北海道に対し、羅臼橋の拡幅等の整備及び歩道の整備を要

望しているところであります。このことに対し北海道からは、羅臼橋についての整備はか

けかえとして、調査及び設計を進めていくと報告を受けております。 

 町といたしましては、羅臼橋のかけかえにあわせて、多くの観光客が訪れる道の駅や観

光船乗り場から市街地を散策、周遊することができる景観や案内標識、駐車場の整備など

を含めて、市街地全体のまちづくりについて検討する必要があると考えております。 

○議長（村山修一君） 髙島君。 

○３番（髙島讓二君） 再質問いたします。 

 空き家の問題でありますが、結構多くの空き家が存在しているということがこれでわか

りました。防災上問題がありそうなのは９９軒ということでありますので、この９９軒で

所有者というのは、全部追跡調査というか、持ち主がわかっているのでしょうか。 

○議長（村山修一君） 建設水道課長。 

○建設水道課長（武田弘幸君） 今現在、全てがわかっているわけではございません。相

続の関係で所有者がちょっと、いろいろな権利者がいっぱいふえてしまったというような

ケースとかございますし、ある方が所有しているのではないかと思われるのですけれど

も、その方が本当にその所有者、または、所有者ではあるのだけれども、土地に関して管

理しているのが実は息子さんであったりとか、ちょっとそこら辺がはっきりしないもので

すから、今年度はアンケートなどを通して、この建物は本当にあなたのものでしょうかと

か、実際にはどなたが所有しているものでしょうかということで、今わかっているところ

にまずはアンケート等をちょっととらせていただきたいなと思っております。 

○議長（村山修一君） 髙島君。 

○３番（髙島讓二君） 固定資産税にもかかわってくることですから、その辺の実態をき

ちっと把握していただきたいというふうに私は思います。 
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 今、町長の答弁では、防災上問題がありそうな空き家、近所から２０戸に対して苦情が

あるということでありますので、この２０戸の持ち主に対して注意喚起あるいは勧告な

ど、そういうことはやっているのでしょうか。 

○議長（村山修一君） 建設水道課長。 

○建設水道課長（武田弘幸君） この２０件の方に関しましては、電話または訪問等でお

願いをさせていただいております。そして、その上で、４件の方は対応していただけたの

ですけれども、羅臼町内に住まわれていないとか、そこが私の建物だかもよくわからない

というような方であったために、緊急対応という形で、ちょっと屋根が飛びそうだとか、

外壁が飛びそうだというものに対しては、消防さんのほうに対応のお願い等をさせていた

だいたところでございます。 

○議長（村山修一君） 髙島君。 

○３番（髙島讓二君） そういった今課長が説明したような理由で全国的にこういうこと

が問題となって、やっぱり国も空き家等の対策の推進に関する特別措置法を公布されたの

だと思うのですね。これには、市町村の役割として、きちっとやっぱり体制整備、あるい

は計画を作成しろというふうなことを、義務づけてはいないのですけれども、そういうこ

とがうたわれていますので、きちっとそういうことを把握というか、要するに空き家に関

して、誰が持ち主かわからないというのはさらに問題なわけですから、その辺をきちっと

把握していただいて、計画をつくっていただきたいなと思うのです。 

 先日、６月１４日付の道新の記事でこういうことが書かれておりました。空き家対策計

画策定は、都道府県で４５％だと。国土交通省は、空き家対策特別措置法に基づき、撤去

や活用を促す対策計画を作成済みの市区町村が３月末時点で全体の４５％だったとの調査

結果を公表した。前回調査から１９ポイント増。策定済みの割合は全都道府県で上昇して

おり、深刻化する空き家問題への取り組みが全国で進む状況が浮かんだ。都道府県別の策

定済みの割合は、トップの高知県が初めて１００％となり、富山が９３％、滋賀県７９

％、広島７８％と続いて、北海道は２９％だったと。空き家対策計画の策定は自治体の義

務ではないが、計画に基づき、空き家の撤去、活用する事業費の一部を国が補助する制度

があるということでありますので、まだまだ北海道はおくれているのだというふうに思い

ます。 

 それで、こういうことが、私有財産であるということでなかなか前に進めないというこ

とが考えられますので、ここをしっかりやって、羅臼町に適切な空き家対策の計画を早急

につくるべきではないかと思いますが、それに対して、町長、どのようにお考えですか。 

○議長（村山修一君） 町長。 

○町長（湊屋 稔君） 先ほどの答弁でも述べさせていただきました、空き家等の有効活

用を推進するために空き家対策計画の策定に向けた作業を進めていきたいというふうにお

答えをさせていただいております。 

 この空き家対策については、今、髙島議員がおっしゃったとおり、非常に難しい問題を
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抱えております。その一つ一つの対応について、これは当然ながら、何かそこに対処する

ということになれば、町民の御理解がなければ、これは全く進まないことでありますし、

その辺のことも踏まえながら、どのように対応していくかということを、今後この対策計

画の策定に向けた動きの中で十分考えていかなければいけないというふうに思っておりま

す。 

○議長（村山修一君） 髙島君。 

○３番（髙島讓二君） この法律の指針でもありますし、市町村の役割として体制の整

備、それから、計画を作成しろというふうに書いているのですね。計画によって一歩前に

進めるということもありますので、利活用できる部分には、そういうことももちろん同時

に進めていかなければならないというのがあると思うのですけれども、本当に管理されて

いないという空き家が問題になっておりますので、その点をしっかりとやっぱり計画を立

ててやっていただきたいというふうに思います。 

 これからそういうことは徐々に行われるのだろうというふうに町長の答弁でありますの

で、この問題は計画をつくって、次のステップをやっていただくということが最優先課題

ではないかなというふうに思います。 

 続きまして、羅臼橋について再質問であります。 

 町長の答弁で、北海道がかけかえを前提として調査及び設計を進めていくということで

安心しておりますが、これは我が町にとってやっぱりメーンの、一つのかなめの橋であり

ますので、今の状態、歩いてみるとよくわかるのですけれども、非常に美観を損ねている

というふうに私は思っておりまして、道も狭いですし、基準がもうかなり昔の基準であり

ますので、大型車も対面通行しにくい、スローで行かなければならないということがあり

ますので、いろいろな細かい事故も起きているというふうに聞いています。 

 取りつけ道路、相泊方向については、歩道もないということで今町長の答弁でございま

したので、それも含めてやっぱりきちっとしたものに、取りつけ道路の歩道も含めて橋を

計画してつくってほしいなと思います。それで地震にも強いということも加えて安全な橋

をつくっていただきたいなと思います。それについて、町長、もう一度答弁をお願いしま

す。 

○議長（村山修一君） 町長。 

○町長（湊屋 稔君） 現在の羅臼橋の状況については、先ほど御答弁をさせていただい

た内容でございます。管理者である北海道がかけかえに向けた調査、それから設計に携

わっていくということでありますから、そのことに対して、羅臼町としてこうあってほし

い、このようなことを望むということは当然ながらお願いをしてまいりたいというふうに

思いますし、まだ、調査結果も出ていないという状況の中で、今わかっているのは、そう

いった動きがあるということの段階であるということと、今後それに向けた対応について

は、町民の皆さんの御意見を伺うような機会もあろうかと思いますけれども、しっかりと

その辺はお願いをしてまいるというような立場でありますので、御理解をいただきたいな
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というふうに思います。 

○議長（村山修一君） 髙島君。 

○３番（髙島讓二君） かけかえ前提でやっていただくということで安心しております

が、ぜひ、その方向で物事を進めていただきたいと思います。 

 これで私の質問を終わります。 

○議長（村山修一君） 以上で、髙島讓二君の一般質問を終わります。 

 ここで、１１時２０分まで休憩します。 

 １１時２０分、再開します。 

午前１１時０７分 休憩 

────────────── 

午前１１時２０分 再開 

○議長（村山修一君） 再開します。 

 一般質問を続けます。 

 次に、６番坂本志郎君に許します。 

 坂本君。 

○６番（坂本志郎君） 通告に従い、一般質問をいたします。 

 質問テーマは３件、８項目についてお伺いしたいと思います。 

 １件目、羅臼町の産業活性化対策としての羅臼町産業振興基本条例に関して、３点お伺

いします。 

 ２０１７年制定の産業振興基本条例の目的及び条例に基づく具体的な実施実績をお答え

ください。 

 次に、２０１４年６月、小規模企業振興基本法の成立を受けて、各自治体では法に対応

する条例を制定しています。当町も条例をつくる必要があると思いますが、町の考え方を

お答えください。 

 次に、地域活性化を目的とした地域循環型経済の施策の一つとして、住宅リフォーム・

店舗リニューアル助成制度が全国多くの自治体で実施されています。当町も実施の方向で

検討すべきと思うが、町の考え方をお伺いします。 

 ２件目、羅臼町の就学援助に関して、３点お伺いします。 

 経済的に苦しい小中学生のいる世帯に市町村が学用品や給食費を助成する就学援助は、

教育の機会均等を確保するために欠かせない制度と認識していますが、３点お伺いしま

す。 

 当町の就学援助対象世帯と対象人数、要保護者と準要保護者数をそれぞれお答えくださ

い。 

 次に、当町の準要保護者の認定基準、平成２９年度実績と平成３０年度の認定基準をお

答えください。 

 次に、認定基準のベースとなる生活保護基準がことし１０月から３年間で最大５％引き
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下げられますが、当町の生活保護基準引き下げ前の準要保護対象者の取り扱いはどのよう

になるか、お答えください。 

 ３件目、障害者の福祉施策に関して、２点お伺いします。 

 当町の介護認定者は、平成３０年度で２３１名、２０２５年、８年後には３９７名にな

ると予測されていますが、現在の町内各施設の定員と入所者数の状況では、近い将来、不

足すると思われるが、町の考え方をお答えください。 

 次に、当町のグループホームは認知症高齢者対応の施設となっているが、自宅から通所

する知的障害者、身体障害者、精神障害者が集い暮らす共同生活援助のグループホームも

必要と思うが、このことについて町の考え方をお伺いし、再質問を留保し、１回目の質問

を終わります。 

○議長（村山修一君） 町長。 

○町長（湊屋 稔君） 坂本議員から３件の御質問をいただきました。 

 １件目は、羅臼町産業振興基本条例に関して、３点の御質問であります。 

 １点目の産業振興基本条例の目的及び条例に基づく具体的な実施実績、並びに、２点目

の小規模企業振興基本法の成立を受けて当町も法に対応する条例づくりが求められるが、

町の考え方について、関連がございますので、あわせて答弁をさせていただきます。 

 羅臼町産業振興基本条例につきましては、中小企業基本法の基本理念、また、平成２６

年に制定されました小規模企業振興基本法の基本原則にのっとり、地方公共団体の責務と

して自然的、経済的、社会的諸条件に応じた施策の実施などを定めた理念条例を制定いた

しました。 

 近年では、小規模企業振興条例の制定を踏まえ、高齢化や国内外の競争激化などさまざ

まな構造変化を受けやすい小規模企業に対する支援を推進する観点から、中小企業と小規

模企業を併記した基本条例が制定されており、小規模企業への配慮も明確に位置づけられ

ております。 

 中小企業や小規模企業が重要視されている中、当町では基幹産業である漁業の低迷が続

いており、関連産業の規模縮小や町内の人口減尐にも大きな影響を及ぼしていることか

ら、中小企業及び小規模企業の振興を含めた産業全般の活性化と振興が必要であると考

え、羅臼町産業振興基本条例において、産業振興に関する基本方針、基本的施策、それぞ

れの役割や責務を明確にし、町、事業者、経済団体及び町民が共通認識を持って、産業振

興を総合的に推進していきたいと考えております。 

 「地域資源を活かした活力ある産業のまち」に向けた町民参加型の推進体制を構築する

ため、現場のニーズに沿った施策の検討や人材育成の場にもつながるものと考え、５月３

０日に羅臼町産業振興審議会を設置し、今後の進め方について委員に説明をさせていただ

いたところであります。 

 この審議会は、事業実施や予算措置を判断する立場におられる団体の代表者で構成し、

代表には羅臼漁業協同組合の萬屋組合長、副会長には羅臼町商工会の小川会長が選任さ
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れ、観光協会や水産加工振興協会、金融機関、営農組合の代表者が委員として御協力をい

ただくことになりました。 

 今後は、各団体の代表に作業部会として位置づけるプロジェクトメンバーを推薦してい

ただき、２０名程度で構成する産業振興プロジェクト会議を設け、町内の経済団体やアン

ダー６０創造会議、オーバー６０協力隊などの町民会議で出された意見も参考に、町の産

業の現状と進むべき方向性を確認し、効果的に実効性のある事業を推進していく組織体制

を確立しましたので、産業振興審議会を軸に、町民の幸福実現のためのＫプロジェクトを

強力に進め、具体的な事業の検討に入ります。 

 ３点目の地域活性化を目的とした地域循環型経済の施策として、住宅リフォーム・店舗

リニューアル助成制度の創設について、町の考え方についての御質問でありますが、以前

にも坂本議員より御質問をいただき、そのときの答弁といたしましては、財政的に厳しく

制度の創設は困難であると回答させていただいております。その後も町の厳しい財政状況

は変わっておりませんが、地域活性化の観点から、住宅リフォームの補助制度の創設は、

町内経済の活性化など多くの効果が見られると推測されます。 

 しかしながら、制度創設に当たっては、対象建物や基準、町内業者の状況等、また、公

共施設管理計画に基づき、公共施設の更新や改修等を計画していることから、財源も含め

再検討させていただきたいと考えております。 

 また、羅臼町産業振興審議会やプロジェクト会議においてリフォーム等の助成制度の提

案があった場合には、委員の皆さんの御意見をいただきながら検討していきたいと考えて

おります。 

 ２件目は、羅臼町の就学援助に関して、３点の質問であります。 

 １点目の当町の就学援助世帯と対象人数についてでありますが、平成３０年度の就学援

助世帯につきましては３６世帯、対象人数につきましては、小中学生を合計して５５名

で、うち準要保護児童生徒数が５４名でございます。 

 ２点目の当町の準要保護の認定基準と平成３０年度の認定基準についてでありますが、

準要保護の認定基準の変更はございません。 

 平成２９年度の実績として、準要保護世帯数が３６世帯、児童生徒数が５５名でござい

まして、合計４３６万１,４２４円であり、就学援助に係る扶助費でございます。 

 ３点目の認定基準のベースとなる生活保護基準がことし１０月から３年間で最大５％引

き下げられるが、当町の生活保護基準引き下げ前の対象者の取り扱いはどのようになるの

かについてでありますが、準要保護の認定については毎年行っております。 

 今年度、当町においては、生活保護基準の引き下げによって影響を受ける世帯はござい

ません。 

 ３件目は、障害者福祉施策について、２点の御質問であります。 

 １点目は、当町の介護認定者は平成３０年度２３１名、２０２５年度は３９７名と予想

されているが、現在の各施設の定員と入居者数から見ると大きく不足すると思われるが、
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町の考え方はとの御質問であります。 

 介護認定者数につきましては、第６期介護事業計画におきまして、団塊の世代が７５歳

以上となる２０２５年の地域包括ケアシステムの構築を念頭に置き、第５期計画の実績を

もとに推測しているところでありまして、本年３月に作成しました第７期介護事業計画に

つきましては、国が示す推進方法を踏まえ、見える化システムを利用して、第６期計画の

実績をもとに平成３０年度からの３カ年について作成しております。 

 本年、第１回定例町議会におきまして、坂本議員から介護認定者数の推計に対しての御

質問をいただき、第７期計画においての平成３０年度の認定者数を２３１人とお答えした

ところであり、その後の再質問で２０２５年度の推計はとの御質問をいただきましたの

で、第６期計画においての推計者数を担当者から御答弁させていただいたところでありま

す。 

 ２０２５年度における介護認定者数でありますが、これまでの実績をもとに、改めて国

から示されたシステムで推測いたしますと、２５１人と予想されております。第６期計画

の時点と大きく乖離しておりますが、この理由につきましては、第６期計画の基礎数値と

なった平成２５年度から平成２６年度にかけて、２０７人から２２１人と急増したことが

原因と考えられます。 

 また、平成２６年度以降、この５年間の認定者の実績では、平成２８年度２３４人を最

高に２３０人前後を推移しておりまして、本年５月末の認定者数は２２４人となっており

ます。 

 このことから、今後、第６期介護事業計画で予想された極端な増加はないものの、現状

のサービス体制の維持が必要であると考えております。 

 今後も国の動向を注視しながら、町内におけるサービス提供体制の確保を介護事業者と

ともに図ってまいりたいと考えております。 

 ２点目は、障害者向けグループホームについての御質問であります。 

 障害者向けグループホームにつきましては、近隣４町におきまして別海町と中標津町に

は整備されておりますが、羅臼町と標津町には現在のところ整備されておりません。 

 これまでも親の会などからグループホームの設置について御要望はいただいているとこ

ろでありまして、根室圏域障害者総合相談支援センター「あくせす根室」等に設置につい

て御相談してきたところであります。 

 今年度、根室圏域における地域生活支援拠点事業として、中標津町に拠点コーディネー

ターを配置し、グループホームなどの体験場所も確保されておりますので、障害者のニー

ズ調査を含めて引き続き協議してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（村山修一君） 坂本君。 

○６番（坂本志郎君） 再質問いたします。 

 １定で、２０２５年度の介護認定者の数、非常に多い人数で、私が予測していたよりも
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多かったのでびっくりしたのですが、今、６期の計算でやったので、その後、ちょっと平

準化していると、こういう内容でした。 

 お答えにもありましたけれども、当町の第７期の高齢者保健福祉計画・介護保険事業計

画がことし３月に示されています。その中で要介護認定者数は、平成２６年度から平成２

９年度までの４年間で見ると、平成２６年度２１２名、２７年度２２３名、２８年度２３

４名、２９年度２２３名。これを率で見ると、平成２６年度１４.８、そして１４.９、１

５.６、１４.７と、実は、これは全国の平均、あるいは全道の平均から比べると極めて低

い数値になっている。なぜ羅臼町はこんなに平均値が低いのか、この理由はどこにあると

分析しているか、まずお答えください。 

○議長（村山修一君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（太田洋二君） 計画において、先ほども申し上げましたが、決められた

システムの中で計算しておりまして、実際には対象者人数が、人口が５,０００人という

ことで対象者人数も尐ないのですが、その中にあって人口の増減が激しく変化してきてい

るところから、そういった極端な数字が出てくるのではないかと分析はしております。 

○議長（村山修一君） 坂本君。 

○６番（坂本志郎君） それでは、当町の高齢化率、あと高齢者の数の推移、これをどう

変化すると予測しておられるか、お答えください。平成２７年度までは実績値が示されて

いますけれども、８年後、２０２５年の予測値も含めてお答えください。 

○議長（村山修一君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（太田洋二君） 伸び率ですが、平成３２年度まで１００.３％の推移で

伸びていくだろうというふうに推移しております。 

○議長（村山修一君） 暫時休憩します。 

午前１１時３９分 休憩 

────────────── 

午前１１時４０分 再開 

○議長（村山修一君） 再開します。 

 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（太田洋二君） 失礼いたしました。 

 平成３２年の高齢化率につきましては、２８％と予測しております。 

○議長（村山修一君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（太田洋二君） 回答漏れはございますでしょうか。（「高齢者数」と呼

ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（太田洋二君） 平成３２年度の高齢者数につきましては、１,５４７名

と予測しております。 

○議長（村山修一君） 坂本君。 
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○６番（坂本志郎君） 高齢化率、総人口に占める６５歳以上の割合ですが、平成３２年

度で２８％、平成２７年度が２６.５％ですから、確実にふえています。それから、高齢

者の人数についても、平成２７年度の実績で１,４３３人ですから、１,５４７名と今お答

えで、高齢者の人口は間違いなく増加する、当然高齢化率も上昇すると私は思います。 

 第７期の高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画書の中に、介護サービス基盤の整備に

ついて、こう示しています。在宅サービスの充実を図った上でも、在宅生活を続けること

が困難な場合は、適切に施設を選択し利用できることが必要であるとして、町内にない施

設、すなわち町内施設が満杯の場合には、他地域の空き施設の情報提供を行うと、こうい

うふうに書いてあるわけですね。もちろんこの計画の中でも、今の高齢者の認定数から比

べてそんなに大きく差がないというふうに町は分析をして計画の中にのせていると思うの

ですが、私は、先ほど言った高齢化率と高齢者数が間違いなく伸びていくということで、

その意味では、２０２５年をピークとして、羅臼町だけではなくてですよ、他の自治体の

介護施設のあきがなくなるだろうというふうに予測しています。そんなにこれから、２０

２５年といったら８年後ですが、８年後まで今のような介護認定の数でいくわけがない。

もちろんこの計画は３年間のものですから、３年、３年で更新されていく。またそこで多

尐変化が出るのかもわかりませんけれども、今ある施設の、要するに入れる人数だけでは

絶対済まないと、こんなふうに思っています。 

 新たな介護保険施設の創設というのは国も言っていまして、介護医療院と呼ぶそうです

が、国から提案されています。ただ、これは、お医者さんがいて、高齢者のリハビリもし

て何だと、そういう非常にいい施設なのですが、羅臼町単独でつくれるなんて全く思いま

せん。まず無理だと思います。 

 私は、２０２５年、８年後に向けて、介護サービス施設、例えば老人の施設、いろいろ

ありますね。あるいは認知症の方の施設、あるいは小規模多機能の施設とかあるわけです

が、これを今後、単町で新規に設置して維持するというのは非常に難しいというふうに今

思っています。その意味では、介護サービス提供基盤整備を管内４町合同でそろそろ検討

すべきではないかというふうに思いますが、町長の考えをお伺いします。 

○議長（村山修一君） 町長。 

○町長（湊屋 稔君） ただいまの坂本さんの御質問でございます。 

 広域でといいますか、管内４町でこういった問題にも取り組むべきではないかというよ

うな御指摘でございます。当然ながら、もうこの先、羅臼町だけで賄え切れない状況にな

ると、であろうという予測も実は立っているところでありますし、また、スタッフ不足、

そういったことも考えますと、こういった問題を広域で考えていかなければならないとい

う御指摘については、十分、検討の余地はあるだろうというふうに思いますし、また、こ

れは他町の状況も踏まえながら、それが本当に他町との連携ができるのか、他町、または

ほかの町、羅臼町の町民の理解を得られるのかどうか、調査をしながら、今後対応を考え

ていくことになるというふうに思っております。 
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○議長（村山修一君） 坂本君。 

○６番（坂本志郎君） まさに４町合同、広域ということですが、どこの町も８年後は、

今ある施設は恐らく満杯になるだろうと思うのですよ。だから、羅臼町から声をかけて、

担当のところから始めてもいいですけれども、その辺の問題意識を共有したほうがいいの

ではないかという意味でちょっと申し上げました。 

 質問通告しておりませんが、関連で、障害者の支援に関して１点お伺いします。 

 北海道の第２期障がい者就労支援推進計画では、北海道障がい者就労支援プログラムア

クションというものがあります。平成２０年度に制定されました。町は、このプログラム

の内容をつかんでいるか。承知していれば、簡単に説明してください。 

○議長（村山修一君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（太田洋二君） このアクションにつきましては、今、議員おっしゃった

とおり平成２０年度に制定されております。内容につきましては、基本的に就労支援の部

分につきまして、各会社あるいは市町村がやっていることに対して、道が率先してそれを

紹介していくよという内容になっています。 

 私もかわって、来てから調べてみたのですが、この中には１市４町、４町の中で羅臼町

がまだ加入されていないような状況でして、今後、その部分につきましては、事業者と相

談しながら話を進めていきたいと思っておりますが、このアクションの中の部分につきま

して簡単に申し上げますと、授産事業所等の製品等の応援をするだとか、製品の販売の応

援をするだとか、障害者の雇用の応援をするだとか、これを道が率先してやっていただけ

るということですので、今後、登録に向けて相談をしていきたいというふうに考えており

ます。 

○議長（村山修一君） 坂本君。 

○６番（坂本志郎君） この障がい者就労支援プログラムアクション、障害者の就労支援

に対する理解の促進を図るということが目的なのです。したがって、羅臼町にも一定の数

の方がいるわけですから、これに入らないという理由は全くないのです。今、担当課長か

らも話がありましたが、釧根管内では釧路町、厚岸町、標茶町、白糠町、浜中町、根室

市、別海町、中標津町、標津町、ほぼ、ほとんど参加しています。できるだけ早く登録申

請、アクションへの参加をすべきだということを申し上げておきたいと思います。 

 障害者の就労支援に関して、もう１点お伺いします。 

 中標津町にはクレパス、別海町にはカフェ・オーク、これは障害者とともに働くお店で

す。パンを売っていたり、お菓子を売っていたり、障害者がつくったいろいろなものをそ

こで販売するということ。羅臼町社会福祉協議会も障害者とともに働くお店の検討を進め

ていますが、施設の問題だったり、コストの問題を抱えています。このことについて、町

はどのような協力、支援を行う考えを持っているか、お聞かせください。 

○議長（村山修一君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（太田洋二君） そのことにつきましては、今「とっどる」という形で、
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定員１０名で、先日伺いましたら、登録者は現在のところ８名ということでございます。

内容につきまして、いろいろ社協さんのほうと相談はしておりますし、新しい事業に対し

ましても相談を受けてはおります。今後につきましても、確かなところを確保していかな

ければならないと思っていますし、町としての協力できることは協力していきたいと。そ

の中で、今後も協議しながら、確保していけるような施策を検討してまいりたいと思って

おります。 

○議長（村山修一君） 坂本君。 

○６番（坂本志郎君） 社協という組織はもう皆さん御存じだと思いますけれども、事業

をして利益を得る組織ではありません。したがって、こういうものをつくるときに、損益

を考えて、これだけもうけを出してというふうにして行われるものではないです。事業は

事業としてもです。 

 ぜひ、今、課長からもお答えありましたけれども、よく相談に乗って、できることは協

力をするということでお願いをしたいというふうに思います。 

 次に、就学援助に関してお答えありました。就学援助に関しては、生活保護を受給する

要保護者と、市町村が生活保護に近いという経済状況と認定した準要保護者が主な対象

で、先ほど人数を教えていただきました。 

 今般、国の生活保護基準が３年で５％引き下げられるのですが、各市町村が生活保護基

準引き下げ前の対象者をそのまま準要保護者と認定するか、認定基準を引き上げるかしな

い限り、実は援助対象は自動的に縮小されるということになっています。この認定基準な

のですが、準要保護者、これは生活保護の１.２倍から１.３倍というのが大体、北海道だ

とこういう自治体が非常に多いのです。先ほどお答えの中にありませんでしたけれども、

羅臼町はどういう基準を持っているかというと１.５倍という基準を持っている。非常

に、要するに経済的に厳しい方を広くカバーするということになっている。これはすばら

しいことです。 

 したがって、生活保護の基準が５％引き下げにより、計算はしたと思うのですが、これ

は単年度単年度で全部やりますから、今回に限っては、準要保護世帯からはみ出るという

か、こういう人はいないということになりました。これは非常にすばらしいことだと思い

ます。 

 ただし、生活保護は、国と道がとか、町がとかという負担なのですが、この準要保護世

帯の費用は町が単独で財政負担をするということになっていますから、これは余りふえる

とまた財政的に問題あるのですが、非常に結果としてよかったというふうに思います。 

 次に、羅臼町の産業振興に関してお答えありました。羅臼町の経済の現状について、共

通認識が必要と思うので、一、二点質問したいと思います。 

 当町全体の、全町の事業者数、従業員数、年間販売額の合計、うち卸売業の年間販売額

合計、うち飲食料品小売業の事業者数、従業員数、年間販売額合計実績を、これは平成１

９年と平成２６年しか、５年に１回でやっているようです。この対比でお答えください。 
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○議長（村山修一君） 企画振興課長。 

○企画振興課長（川端達也君） 商業統計調査の状況について報告させていただきます。 

 商業統計調査の中身なのですけれども、今、私が持っている資料につきましては、１９

年と２６年の資料が手持ちにありますけれども、商業統計調査につきましては、町内の総

事業者数ということではなくて、卸売業者と小売業者の限定の資料になっております。 

 その中で御説明いたしますと、まず、総事業者数、平成１９年が８３件、平成２６年が

６５件となっております。総事業従事者につきましては、平成１９年が４３９名、平成２

６年が３５５名となっております。年間の商品販売額につきましては、平成１９年が１４

５億５,２００万円、平成２６年が１０９億７,６００万円となっております。また、個別

の食料品の小売業につきましては、平成２６年が１３億５,２００万円、平成１９年が２

２億２,３００万円というふうになっております。 

 以上でございます。 

○議長（村山修一君） 坂本君。 

○６番（坂本志郎君） あわせて、当町の年間の総所得額の実績値を平成２８年度、２９

年度対比でお答えください。 

○議長（村山修一君） 税務財政課長。 

○税務財政課長（鹿又明仁君） ただいまの坂本議員の質問でございます。 

 町民の総所得の推移を見ますと、過去５年間にわたりまして７８億円程度で推移してお

りまして、近年の総所得、平成３０年度、これは当初課税の数字ですけれども、７３億

５,３００万円でございまして、対前年度、２９年度と比較しますと６億７,１００万円程

度の減額となってございまして、対前年比でいきますと９１.６％となっているのが現状

でございます。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 坂本君。 

○６番（坂本志郎君） ちょっと今、専門的な数字で確認をしたかったのですが、経済が

厳しいとか、漁業が厳しいとかという話は一般的に町民の皆さんの中でも行われるのです

が、実際に数値がどういうふうに変化しているのかというのは今のでよくおわかりではな

いかなというふうに思います。 

 羅臼町の産業分類といいますか、今、担当課長から説明ありましたが、約３割くらい

減っていますよね。３割くらい減っています。飲食料品小売業でいうと、これは約４割く

らい減っている。それが結果として、今、税務財政課長から総所得の話がありましたけれ

ども、８０億円弱で推移していたものが、平成３０年度、ことしは７３億５,３００万円

と。前年対比で６億７,０００万円くらい下がっている。率にして９１.６％ですから、約

９％、もっと言えば１割くらい下がっていると。１人当たりで見ますと、１人当たりの所

得、５,０００人で割ると１４７万７７３円と、こういう数字が出てくるのですが、前年

で比較すると１３万円くらい下がっている。１世帯当たりで見ると３２万円くらい下がっ
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ていると、こういう状況なのです。これをどういうふうに捉えるのかということだと思う

のですけれども、私は、想像以上に、町の経済はある意味、非常に厳しい段階に入ってい

るように思います。 

 平成２５年４定で、私は、町の活性化対策として７項目の提案をしました。公共事業を

町民生活密着型にする、福祉産業を拡大する、地産地消のエネルギー開発を進める、住宅

リフォーム制度の創設をする、漁業の６次産業化を推進する、消費購買力の強化を行う、

そして七つ目、観光産業の活用。今回、住宅リフォーム助成制度を当町で実施するよう質

問いたしましたが、予算が伴うということもありますので、町長から検討するという、再

検討するという話でありましたが、実施するという明確なお答えはありませんでした。 

 地域経済を循環させて、業者の仕事をつくる住宅リフォーム助成制度及び店舗リニュー

アル助成制度を実施している自治体は、二つの制度を合わせると全国で６５８自治体にな

ります。なぜ、多くの自治体でこの制度を実施しているのか。それはもう答えは簡単なの

です。経済効果があるから。道内では７０自治体が実施しており、近隣では別海町２００

９年から、中標津町２０１０年から、標津町もそれぞれ中身は多尐違いますけれども実施

しています。 

 わかりやすくどういう制度なのだということなのですが、羅臼の町民がリフォームだと

か家を建てるだとか、あるいはエコ住宅にしていくのだとか、こういうようなときに、羅

臼町に所属する地元業者を使うと、例を出せば、限度額５０万円として、対象経費の２分

の１を助成すると、こういうやり方なのです。この助成を現金でやる場合もあるし、自治

体によっては、その自治体でしか使えない商品券で出すところもあります。地域の活性化

対策の一つとして非常に有効であり、費用対効果もありますので、検討すべきと思いま

す。一度お答えいただいていますが、検討の上、実施に向けて、年度内あるいは次年度、

制度化し、予算化するよう強く求めて、私の一般質問を終わります。ありがとうございま

した。 

○議長（村山修一君） これで、坂本志郎君の質問を終わります。 

 ここで、昼食のため、午後１時まで休憩します。 

 午後１時、再開します。 

午後 ０時００分 休憩 

────────────── 

午後 １時００分 再開 

○議長（村山修一君） 再開します。 

 午前中に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問を続けます。 

 次に、５番小野哲也君に許します。 

 小野君。 

○５番（小野哲也君） 通告に従い、一般質問させていただきます。 
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 去年の１２月に全くほとんど同じような質問をさせていただきました。一部変わりま

す。その辺も踏まえて御答弁よろしくお願いいたします。 

 羅臼高校存続にということで、１２月に質問させていただきましたけれども、同じよう

な質問をさせていただきます。 

 １番、存続のための具体策は。 

 ２番、現在の取り組み状況。 

 ３番、北海道の対応。 

 ４番、今後の展望及びタイムスケジュール。 

 よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） 小野議員より、羅臼高校存続について、１件４点の質問をいた

だきました。 

 １点目の存続のための具体策、２点目の現在の取り組み状況、３点目の北海道の対応に

つきましては、それぞれ関連がございますので、一括して答弁させていただきます。 

 平成２９年５月３１日に羅臼高校存続問題検討協議会を設立し、今日まで協議会を２回

開催いたしました。 

 協議した内容を北海道教育委員会に要望し、結果として、平成３０年６月に北海道教育

委員会からは、平成３１年度から３３年度までの公立高等学校配置計画案が示されまし

た。その内容は、１学年１学級の高校のうち、地理的状況等から再編が困難であり、かつ

地元からの進学率が高い高校については、教育環境の維持向上を図るため、地域連携特例

校化の検討が必要であるとの内容でありまして、これにより、３３年度までは羅臼高等学

校の維持がされるものでありました。 

 地域連携特例校とは、羅臼高等学校をキャンパス校として、出張授業や遠隔授業、生徒

間交流など近隣の地域にある高校をセンター校として、連携した教育活動を行い、小規模

校のデメリットを補う高校であり、これまで以上の地域と連携した特色づくりや魅力化を

進めるため、従来からの地域キャンパス校の名称を改め、地域連携特例校としたものであ

ります。 

 これにより、今後は地域連携特例校についての検討や、さらに魅力ある取り組みを進

め、より多くの学生が通える羅臼高等学校になるように推進していく必要があります。 

 続きまして、４点目の今後の展望及びタイムスケジュールにつきましては、現在、６月

及び７月中に全町内会との教育懇談会を開催し、町民の皆さんから羅臼高校についての幅

広い意見を聴取し、８月上旬には３回目の羅臼高校存続問題検討協議会を開催し、今後は

羅臼高校の存続についての検討ではなく、魅力化についての具体策を検討していく協議会

に発展させ、今年度中には魅力化の具体策をまとめたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（村山修一君） 小野君。 
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○５番（小野哲也君） 先ほど、１２月にほとんど同じ質問をさせていただきましたと言

いました。この中で質問が違うのは、町の基本姿勢、捉え方はどうなのかということを１

２月に質問させていただきました。そこがないだけです。 

 答弁といたしまして、そのときに、来年の早いうちに具体策を出すという話をいただき

ました。今、この答弁を聞かせていただきますと、今年度中です。この時間のタイムラグ

は何なのでしょうか。お願いします。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） その件に関しましては、非常におくれたことを大変申しわけな

く思っております。その間、教育委員会の知床未来中学校の開校とか、いろいろなことが

ありまして大変遅くなりました。また、昨年の５月３１日からの経過では、いろいろなと

ころに高校の魅力化づくりについての勉強を教育委員会ではしております。その点で今日

に至ってしまったのかなと思っております。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） 先ほど宮腰議員の質問の中でもありましたけれども、子どもの話

がございました。何かを言っていかないと、そのすぐ近くのところに取られてしまう。今

の話でいうと標津と羅臼のような状況がそうなのかと思います。 

 去年１２月にこの話をしたときに、早いうちにと言っていただけたので、もう今年度中

には実施できるのだろうと。ただ、これを見ていますと、具体案は今年度中に出すと。実

施にはならないのですよね。この辺のスケジュールはどうなのでしょうか。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） これまでの取り組みとしては、教育委員会では、魅力化につい

ての勉強をさらにしてきました。そして、学力向上と特色ある取り組みについての話し合

いも委員会では調べてまいりました。それから、ある他市町のように全国募集ができるの

かというような内容についてもいろいろ調べてまいりました。そういう中で、道教委のほ

うからは、地域連携特例校にすることによって高校の存続が可能ですということになりま

した。 

 そういうことですから、羅臼町では、これから取り組まなければならないのは、高校生

の皆さんが自分の進路実現のための、やはり特色ある取り組み、例えば公設塾というのが

あちこちでやっているのですけれども、そういうのが可能かどうかとか、それから全国募

集することによって道内または道外から入る子がいないのかというようないろいろなこと

を調べてまいりました。 

 しかしながら、先ほどのように子育て支援全般にかかわりまして、まだ財政的な負担が

羅臼町にとっては伴うものなのだということなので、その辺の決断にはちょっと至ってい

ないということなのですけれども、私のほうでは、委員会としては、その辺の決断までは

行っていないということなのです。本当に今後は早い時点で、その辺の方向性をしっかり
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見きわめて、第３回の高等学校存続問題検討協議会に尐しでも早く提案できればいいかな

と思っております。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） まず、そうなると、１２月時点で具体案をことしの早いうちに出

すと言っていたものが、今、教育委員会で検討しているというだけの段階だと。ここでま

ず離れていますよね。この中に続いてありますけれども、６月及び７月中に全町内会と話

し合いをすると。これ、何で全町内会なのですか。何で町内会単位なのですか。その辺、

お願いします。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） その点については、一度に連合町内会などでまとめてやります

と、なかなか意見を言えない方がいっぱいいるのではないかなということで、全町内会を

小まめに回って、いろいろな意見、それから羅臼高校についての思いを町民の方から聞く

ことによって、尐しでも魅力化を目指した構想が立てられるのではないかなということで

やっております。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） 私、言っていること、そういうことではないのです。町内会にど

うのこうのということの前に、まず、そこに携わっている人方と話をするべきなのではな

いのかという話なのです。考えて一番最初に出てくるのは先生ですね。先生方とまず話し

合う。これができていないのではないかと私が思っている根拠は、去年、私たち、報告会

をやっていますけれども、その報告会の中にある先生が来まして、あれはたしか秋だった

と思いますが、その中で、完全に不信感を教育委員会に抱いておりました。そういったこ

とが、まず町内会をやるよりも先なのではないかと思うのですけれども、いかがですか。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） もちろんこの後、中学校、高校とも協議して、あるいはＰＴＡ

の皆さん、それから中高生の皆さんとそういう機会を設けていかなければならないかなと

思っております。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） というか、そっちを先にやらないと、全体が固まってこないので

はないかと思うのです。 

 質問を変えます。 

 それで、今回、北海道の動向が記されております。地域キャンパス校だったものが地域

連携特例校になったとありますけれども、これは実質何が変わるのでしょうか。 

○議長（村山修一君） 教育長。 
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○教育長（山﨑 守君） これについては、従来、キャンパス校とセンター校という関係

だけだったのですけれども、その中でさらに充実したというのは、はっきりまだ決定とは

なっていないのですけれども、遠隔授業が今取り組んでいるということですね。それはも

う地域連携特例校になると、遠隔授業によって、子どもたちがセンター校の先生の授業を

通してやれるようになるということです。そして、センター校の先生が画面を通しながら

話をして、それに対してその先生に質問して答えてもらうとか、あとは協力校、センター

校からは、出張授業がさらに充実するものになるのかなと思っています。 

 また、今、道教委のほうは、地域連携特例校ということによって、何とか道外からの子

どもたちを募集できるようにならないのかなというような検討をするやに聞いておりま

す。それは行うには至っていないのですけれども、そうすることによって、キャンパス校

が人数を確保できることによって、羅臼高校がなくなることはないということになるのか

なと思っております。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） 今、具体的に出てきたものは、遠隔授業の話が出てきましたけれ

ども、それは今やっていないということなのですね。それをこれからやるということの具

体例ということでよろしいですか。 

 これ、名前が変わって、小規模校のデメリットを補うということが書いてありますけれ

ども、それは遠隔の授業だけなのですか。ほかに何かないのですか。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） このパンフレットによりますと、出張授業、遠隔授業の実施に

より、選択科目を開設したり、尐人数指導や習熟度別指導を行ったりするようになるとい

うことが書いてあります。また、１学年１学級の高校ですから、当然、教員数は尐ないも

のですから、地理、歴史や理科、特に四大に進む子どもたちのための教科とか芸術、先生

がいない場合のそういうものにセンター校からの先生の応援が得られるということです

ね。それが従来のキャンパス校では、ただそこまでは深く書いていなかったということで

す。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） 先ほど答弁でお伺いしましたけれども、センター校はどこなので

すか。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） これについては、今年度の地域連携特例校の一覧によります

と、主に管内の大きい学校ですか、根室管内はまだありません。釧路によりますと、阿寒

高校のセンター校が釧路湖陵高校となっています。それから、近いところでオホーツクで

は、興部高校、それから雄武高校は紋別高校がセンター校となっております。それから、

清里高校では網走南ヶ丘高校となっております。 
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 道教委が言っていたのは、センター校が根室管内の場合どこかというのは、それはこち

らの羅臼町からの要望で検討しますというようなことを言っておりました。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） ということは、まだセンター校は決まっていないということなの

ですね。 

 それで、地域連携特例校になるのはいつからなのですか。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） 制度的には、今年度４月からスタートしています。羅臼の場合

は、もし皆さんがこの方法がいいとなれば、この地域連携特例校は、道教委のほうは来年

度の実現は不可能ですねと言っております。ですから、再来年度の平成３２年度スタート

になるのかなということです。それまでに、この地域連携特例校でどのような魅力のあ

る、特色ある教科を設けなければならないか、この辺は十分詰めていかなければならない

と思います。 

 先ほど言ったように、これも含めて地域の特色ある教科をふやすということ、魅力化づ

くりに関しては、やはり先ほども言ったように予算措置がある程度かかる。現在、幼小中

高一貫教育については、町から３２０万円ほどの補助を得ているのですけれども、これは

あくまでも子どもたちの補助なものですから、この地域連携特例校でさらなる魅力化づく

りの教科をつくっていかなければならないとなると、さらにある程度、膨大な予算がか

かってくるのかなと思っています。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） もう今年度４月から始まっていると。センター校は決まっていな

い。実は何も動きがなっていないということなのでしょう。しかも、存続のための具体

策、１２月に話をさせていただいたことも、今年度の初めのほうというのもなっていな

い。いつから実施するつもりですか。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） 地域の皆さんの同意を得れば、平成３２年度スタートというこ

とになるのかなと思っております。来年が３１年度ですけれども、３２年度スタート。今

回、ことしになった地域連携特例校は、全て、以前キャンパス校になっていた学校です。

それで、来年スタートするところは、この１年で取り組みが始まるのかなと思っていま

す。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） 島根県の隠岐でしたか、あそこが非常に有名で、高校の魅力化を

進めていると。実はあれ、業者がいまして、もうあの業者自体は２０校ぐらいやっている

はずです。全国の中で。その内容でももうパッケージングされているのですね。先ほど言
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われた塾のことであるとかということも全てパッキングされています。柱は３点です。高

校の特化したカリキュラムの改革、それと先ほど言われた塾及びどこかのゼミナールが

やっている通信教育、そういったもの、学力向上です。続きまして寮です。宿泊施設、生

活です。ここの向上。プラス教科書代や学費の一部免除。これら全てに経済支援をつける

ような形にパッケージングされています。 

 やることは大体この中に含まれるわけですよね。ある程度、もうできてきているのです

よ。これを、この業者を入れていない町でさえ、今もう、これをやっているところは膨大

にあります。私、この土日で全道のＰＴＡの会議に行きましたけれども、その中で地域の

高校の魅力化ということが話題になりました。もちろん札幌の高校もありましたし、倶知

安の高校もありましたし、函館の高校もありました。皆さん、ものすごい危機感です。特

に、私、札幌とか函館とかというのはそんなこと関係ないのかなと思っていたら、やっぱ

り郊外の学校はもう、既にその地域も高齢化率が高くて、さまざまな特色を出していま

す。そういった部分がある中で、ちょっとスピーディーさに欠けないですか。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） 小野議員の指摘にありますように確かにおくれております。そ

の中で、小野議員が言っていましたように、大空町の二つの高校があるのですけれども、

女満別高校、それから町立の東藻琴高校、これが町立高校へ今年度取り組んで、来年度か

らスタートするという話。これらについては、昨年の１１月２７日にこの町に行って、関

係業者と接触していろいろな話を聞いております。この関係業者は隠岐島前高校を軌道に

乗せた、一番手ではないですけれども、取り組んだ方です。その先生に接触して、実は、

この先生は３月２２日に役場の方に来て、担当の人に説明をしてもらっております。その

間、ほかの業者からも塾を設けてやったらどうだということで話は聞いております。 

 何せこの事業については、財政的な負担が必ず伴うものですから、それで町民の皆様の

やはり覚悟というのですか、それがちょっと重要になるのかなと思って、そんなような関

係で大変おくれているのだなと私は思っております。大変申しわけなく思っております。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） あともう一つ、羅臼はやはり、私も思うに、よく宮腰議員がおっ

しゃいますけれども、自然の魅力ですか、世界自然遺産になっていると。そういう部分の

生かし方というのはどう考えていますか。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） もちろん羅臼にとって特色のある、魅力のある授業を設けると

いうことは、羅臼の自然、世界自然遺産になっている、主に海が一番メーンではないかな

と思っているのですけれども、海にまつわる、それから動植物、海のクジラウオッチング

とかありますね。ですから、そういうものを含めてどうやって子どもたちに魅力を教えて

いくというか、そういう教科を設けてやることが一番ではないかなと。その魅力がわかる
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子どもたちが羅臼高校で育って大きくなって、また羅臼町に戻ってくれればいいのではな

いかなと思っております。 

 ただし、その間に、町民の皆さんが、町民の人口がどんどんどんどん減っていったら何

もならないので、やはりその辺をひっくるめて、町全体、役場行政と教育委員会行政を含

めながら、未来を見越した取り組みというのですか、それについての取り組みはますま

す、話し合いを含めてやっていかなければならないと思っています。そういう魅力化づく

りが、どういうことをしたらいいのかというのを具体的にさらに詰めていけるのかなと

思っています。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） 今、教育長のほうから、人口減がどんどんどんどんしていくと。

そこなのです。民間のある統計ですけれども、病院が１つなくなっても、それは人口の１

％に満たないほどの人しか減らない。ただ、１つの高校がなくなることは、その一家が全

員いなくなるということで、１０年、２０年の間に１０％いなくなる。１０倍違うので

す。そういったことを考えると、３２年というのが、本当は私、その考え方の中では、来

年もういってほしいという部分があるのですけれども、そこをちょっともう一つお願いし

たいのですが。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） 地域連携特例校については、３２年スタートになるのですけれ

ども、この魅力化づくりについて、先ほどの公設塾とか、そういうものを含めて、そうい

うものについては、３１年度からはうまく、財政的な面だけですよ、それがクリアできれ

ばできるのかなと思っていますけれども。そして、尐なくとも来年受験する子どもたちが

現在５８名ほどいるのですけれども、この魅力化を早々に出さなければ、もしかすると羅

臼高校を目指さないで違う町に行ってしまうということもあるので、その辺の一番早急に

しなければならないのは、二間口の要望というのですか、それは早急にしていかなければ

ならないなと思っております。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） いや、そうなのです。だからこそ、今５８名いるわけですよね。

５８名の中で何名外に行くかはわからないですけれども、ことしだって現に羅臼からは２

名でしたか、３名でしたか、標津のほうに行っています。だから、立ち上げなければなら

ないわけですよ、とにかく。だから適当なものではというわけではないのですけれども。 

 もう一つ、教育長に聞きたいと思います。 

 私、１２月の時にＥＳＤのことの概念であるとか、今後のことを聞かせていただきまし

た。ＥＳＤは持続可能なまちづくり、この持続可能なまちづくりから、今の高校のこの存

続に対しての教育委員会の動きをどう思いますか。 
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○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） 今年度の教育行政執行方針で述べたように、今年度は持続可能

な、このＥＳＤの推進というのを前面に出して、２０年先を見越した子どもたちの育ちを

つくれるように何とかならんかということでやっております。 

 ですから、この動きは、先ほどの子育て支援も含めて、今現在やっている幼小中高一貫

教育をさらに充実していこうということです。それで前々年度ですか、立教大とのＥＳＤ

地域連携です。これは、立教大とのＥＳＤの地域連携というのは、教育だけの問題ではな

くて、いろいろな行政執行の内容についても含まれているという内容です。それから、東

京大学と海洋教育の連携を結んだのは、これはあくまでも対象は子どもです。子どもが海

洋教育を通して、地域との、これからの育ちを学んでいくという連携を結んでおります。

一応これに子どもたちが参加できるという方向に今進んでいるところなのですけれども。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） 教育長、私の言っていることはそういうことではなくて、スピー

ディーさがない中で、持続可能なまちづくり、これと今の高校に対しての動き、これは反

比例しているのではないかということを話しているのですけれども、その点についていか

がですか。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） それは、反比例はしていないと思います。非常にスピードは遅

いのですけれども、人づくり、まちづくりと連携しながらやらなければならないのだとい

うことを訴えながら進んでいるということなのですけれども、その辺を小野議員さんが理

解いただければ大変ありがたいと思っておるところでございます。 

○議長（村山修一君） 小野君。 

○５番（小野哲也君） この後、いろいろな具体策をいろいろな人と話し合いながら出す

というような形でいっているのでしょうけれども、一番願いたいのはスピーディー感で

す。それがないことで、生徒一人だけではなくて、そこの家族自体が今いなくなるという

ような状況が踏まえられるかですね。先ほども言いましたけれども、これは例えが悪いで

すけれども、病院が１つなくなるよりも、高校が１つなくなるほうが絶対住民はいなくな

ります。そういったことを踏まえてください。 

 今、全国で公立高校が３,６００校あります。毎年５０校が統廃合になっています。５

０校が統廃合、１０年で６校か７校に１校はほぼなくなるという形になっています。この

時期、今この場面でも、もう羅臼町は出発でおくれているわけです。今後の早急な対応を

望みます。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○議長（村山修一君） 町長。 

○町長（湊屋 稔君） 小野議員に多尐時間を頂戴して、ただいま教育長のほうから答弁
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をした件について、管理者である私のほうからも御答弁をさせていただきたいというふう

に思っております。 

 小野議員が御指摘のとおり、対応が後手後手に回っているのではないかということに関

しては、教育長がおっしゃったとおり、誤解を招くような、また、周りにそういうふうな

感じを与えるような動きであったのかもしれません。このことについては反省をしなが

ら、今後の対応をしていきたいというふうに思っております。 

 また、制度のことにつきましては、存続問題検討協議会をつくった後に、実は、これは

道立高校であるということで、その後数回、全体では３回から４回の中で、私自身が存続

をしていただきたいという要望を道の教育委員会、教育長に直接お会いして訴えてまいり

ました。その都度、遠隔地であるその地域によって全然違うのだということを訴えさせて

いただいておりました。そういった中で、なかなか羅臼町に町外から生徒が入学していた

だけるという状況に今の中ではないし、当然ながら、道外に生徒を求めていく、または国

外に求めていくということも可能にしていただきたいというお願いをずっとさせていただ

いてきております。そのために、羅臼高校としてしっかりとした魅力のある高校に仕上げ

ていきますということは、道の教育委員会のほうには言わせていただいておりました。 

 その中で、１２月までに具体策という中で、実はこの６月に道の方針が出るというよう

なことで、この３３年までのお話、地域連携特例校という話は３０年の６月に出されてお

りました。その前に何度か、これは小野議員も委員になっておりますので、地域の教育会

議という中で、こういう方向性ですというものはありました。最終的にことしの６月にそ

の方針が出たことによって、今後、この存続問題検討協議会を魅力化のための協議会に変

えていきたいという答弁を先ほど教育長のほうからさせていただいたわけであります。 

 そういった中で、今後、この地域、遠隔地であったりする地域には、道外から広く生徒

を募集できる方向で検討したいという意向は示されておりますけれども、それはまだ決定

ではないと。それを求めるとすれば、町営でやるしかないという状況でございます。 

 この魅力化について、例えば自然を生かしたというお話がございましたけれども、今ま

で行ってきた知床学であったり、水産教室であったり、そういったものをさらに魅力ある

もの、また充実をさせていくということも今後考えていかなければいけないことなのかな

というふうに思っております。 

 また、活動としては、チャレンジグルメのコンテストであったり、そういった課外活動

的なことで成果を上げているものもございますし、また、知床学では、先日は浜中町の高

校との交流をさせていただいております。非常に生徒にとっては有意義な交流だったとい

うふうにも聞いておりますし、そんな体験を含めて今後そういったことを学びたいという

生徒を多く道外に求めていくということをやっていきたいなというふうに思っておりま

す。私としても、教育委員会の動きをバックアップさせていただきたいというふうに思い

ますし、また、このことについては、小野議員おっしゃったとおり、周りの理解がなくて

はなかなか進んではいかないということで、ＰＴＡであったり、町内であったり、連合町
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内会ではいろいろ勉強会も開催していただきました。大変ありがたいというふうに思って

おりますし、さらに地域の活発な御理解と御協力を求めていかなければいけないというふ

うに思っております。今後、このことについてはスピーディーに対応していくことを教育

長としっかりやっていきたいというふうに思っておりますので、どうぞ御協力と御理解を

お願いしたいというふうに思っております。 

○議長（村山修一君） 小野議員、終わってよろしいですか。 

 小野議員。 

○５番（小野哲也君） 町長、ありがとうございます。力強いお言葉、いただきました。 

 あと一つ、具体例を一つ言わせていただきますと、遠別農業高校という高校がございま

す。そこはもちろん過疎で、町長が今おっしゃっているとおり、町立、たしか町立なはず

です。そこはふるさと納税の返礼品にその子たちがつくったものを出品しました。その出

品が話題となって、そこの高校に行きたいという全国公募ができました。そういうことを

今町長が言われた知床学なり水産の状況から考えると、水産高校にもまさるとも劣らない

ような知識、６次化も考えたような状況、そういったものも踏まえた上で新しい魅力化を

して具体化していってほしいと思います。時間はかかると思います。でも、時間をかける

だけ人口は減るのです。よろしくお願いいたします。 

 終わります。 

○議長（村山修一君） 以上で、小野哲也君の質問は終わりました。 

 次に、１番加藤勉君に許します。 

 加藤君。 

○１番（加藤 勉君） それでは、通告に従いまして、２点、御質問させていただきたい

と思います。 

 まず、１点目ですが、羅臼町の総合戦略５カ年計画についてであります。 

 平成２７年１０月に作成されました羅臼町総合戦略５カ年計画では、２０１９年度の目

標人口を５,３００人としてございます。しかし、既に２０１８年４月、ことしの４月に

は、人口は５,０９７人と３００人ほど下回っているわけでございます。 

 そういったことで、目標値を下回っているということの要因と次期の総合戦略５カ年計

画策定に向けてのスケジュール等について御質問させていただきますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 次に２点目です。羅臼町職員の勤務実態についてでございます。 

 最近、過労死の問題ですとかいろいろな問題があって、今国会に働き方改革関連法案が

審議されてございます。 

 当町の職員の勤務状況について、次の２点についてお伺いいたします。 

 町職員の超過勤務実態調査についてどうなっているのか、お聞きいたします。 

 ２点目が、職員の定数条例と課係等の設置についての考え方。 

 この２点についてお願いいたします。 
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○議長（村山修一君） 町長。 

○町長（湊屋 稔君） 加藤議員から２件の御質問をいただきました。 

 １件目は、羅臼町総合戦略５カ年計画についてであります。 

 最初に、羅臼町総合戦略策定に至った経過等を説明させていただきます。 

 国では、急速な尐子高齢化の進展に的確に対応し、人口減尐に歯どめをかけ、それぞれ

の地域で住みよい環境を確保していくことなどを目的として、平成２６年１１月２８日に

「まち・ひと・しごと創生法」を施行し、同年１２月２７日には、人口の現状と将来の姿

を示し、目指すべき将来の方向性を提示した国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョ

ン」及び５カ年間の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」を閣議決定し、まち・ひと・しごと創生に総合的に取り組んでいると

ころであります。 

 この国の長期ビジョン及び総合戦略を勘案しつつ、各地方公共団体は人口分析と将来展

望を提示する人口ビジョンを策定し、自主性、主体性を発揮し、地域の実情に沿った地域

性のある地方版総合戦略を策定するよう指示があり、当町においても平成２７年に羅臼町

人口ビジョンと総合戦略を策定しております。 

 人口ビジョンにつきましては、２０６０年までの長期的な将来展望や目指すべき将来の

方向を示しており、人口については合計特殊出生率の上昇と人口移動の均衡を改善するこ

とで、２０６０年の人口を３,５００人維持することを目標としております。この目標達

成に向け、「地域における安定した雇用の創出と地域の活性化」「若い世代の就労、結

婚、出産、子育ての希望の実現」「魅力あるまちづくりと人口流出の抑制」の三つの方向

性を掲げ、さらに具体的な５カ年の行動計画が羅臼町総合戦略となっております。 

 総合戦略では、２０１９年の人口目標を５,３００人とし、基本目標を４点掲げており

ます。１点目が「若い世代が安心して働ける魅力ある産業の振興」、２点目が「知床の魅

力を活かした移住、定住の推進」、３点目「未来を担う子どもたちの教育環境と結婚、出

産、子育てしやすい環境の整備」、４点目「若い世代が主体となった知床羅臼みらいづく

りの推進」として、それぞれの目標に向けた各種事業を実施しており、毎年、評価委員会

において御意見をいただきながら取り組んでおり、各種事業はおおむね順調に進んできて

おります。 

 ２０１９年度の目標値が下がっている要因としては、目標値を設定する際の条件とし

て、先ほど御説明いたしました合計特殊出生率の増加と転出超過状況にある人口移動の段

階的な改善を図ることとしておりましたが、この条件を達成できなかったことによるもの

と考えております。 

 近年の人口動向を見ますと、出生、死亡による自然増減が直近３年間の平均は３５人の

減尐、転入転出の社会増減は１０８人の減尐となっており、当町の人口は毎年１００人以

上が減尐している状況であります。 

 地方創生は、次の世代やその次の世代の方々が危機感を共有し、地域に活力を取り戻し
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てくための息の長い政策であり、長期的な視点での政策的な取り組みが必要であります。 

 そのためには、当町の場合、基幹産業の漁業を中心とした産業の活性化を図り、若者が

働きたいと思える安定した魅力ある雇用を創出することで人口流出の抑制につながり、地

方創生に結びついていくとも感じております。 

 次期総合戦略計画の策定スケジュールにつきましては、現在、国の総合戦略「まち・ひ

と・しごと創生基本方針２０１８」を策定しているところでありますので、今後、地方版

総合戦略の具体的な取り組み指針やスケジュール等が示されると推考されますので、当町

としても、これまで以上に地域経済の活性化を図り、地方創生を推進する戦略が必要と考

えますので、国から総合戦略に関する情報があり次第、進めてまいります。 

 ２件目は、羅臼町職員の勤務実態について、２点の御質問があります。 

 政府では、働き方改革は一億総活躍社会実現に向けた最大のチャレンジであり、多様な

働き方を可能とするとともに、中間層の厚みを増しつつ、格差の固定化を回避し、成長と

好循環を実現するため、働く人の立場、視点で取り組むこととされています。 

 その中で、長時間労働に対しては、健康の確保だけではなく、仕事と家庭生活との両立

を困難にし、尐子化の原因や女性のキャリア形成を阻む原因、男性の家庭参加を阻む原因

になること、さらに、長時間労働を是正すれば、ワーク・ライフ・バランスが改善し、女

性や高齢者も仕事につきやすくなり、労働参加率の向上に結びつくとそれぞれ指摘されて

います。 

 特に、時間外労働につきましては、時間外労働の上限規制、勤務間インターバル制度な

どの導入により是正を図ることとされているところでもあります。 

 そこで、まず１点目の町職員の超過勤務実態調査についてであります。 

 当町では、超過勤務の実態調査は特に行っておりませんが、平成２８年度の実績により

ますと、年間総時間数は１万１,９１３時間、１人当たり平均は１３６時間となっており

ます。 

 しかし、中には年間５００時間を超える職員もおり、現在、政府が働き方改革で法改正

を目指しております時間外労働の上限規制、月４５時間かつ年３６０時間を上回っている

状況にありますことから、改善する必要があると感じているところであります。 

 現在、平成２９年度の実績につきましても、集計作業を進め、超過勤務が恒常的なもの

なのか、また、時期的なものなのか、課や職員の偏在化はしていないかなど、その状況や

原因の分析を行うこととしております。 

 また、最近では、電算システムを多用するなど、一部業務では複雑化、高度化している

傾向にあるため、複数の職員で対応することが困難な業務があることも事実であり、職員

数をふやすことが必ずしも解決手段にならないこともあると考えております。 

 このことから、業務に精通した職員の養成や専門職、経験者の採用なども視野に、現

在、策定作業を進めております定員管理適正化計画に反映させていきたいと考えていると

ころであり、引き続き、職員が健康に働くための職場環境の整備に取り組んでまいりたい



― 41 ― 

と考えております。 

 ２点目は、職員の定数条例と課係等の設置についての考え方であります。 

 職員の定数につきましては、羅臼町職員定数条例により、町長、議会、選挙管理委員

会、監査委員、教育委員会の事務部局の常時勤務する職員の数として定め、その定数の配

分はそれぞれ任命権者が定めることとされております。 

 また、課につきましては羅臼町課設置条例により、係につきましては羅臼町役場処理規

程により、それぞれ定めているところでありますが、課や係の編成につきましては、基本

的な機構は維持しつつも、その時々の行政需要や住民サービスの拡大などに加えて、適

時、柔軟に対応しているところであります。 

 これまで職員数につきましては、地方分権の進展など、新たな行政需要に対応するため

増加傾向にありましたが、平成１０年度の１８６人をピークに下降に転じ、平成２９年度

では１０５人、ピーク時対比で８１人、４３.５％の減となっており、直近の５年間では

ほぼ横ばいで推移しているところであります。 

 当町の定員管理につきましては、平成８年５月に策定した羅臼町行財政改革大綱を基本

として、平成１０年度から３カ年ごとに行財政改革実践期間と位置づけ、現在まで６次に

わたって実施計画を策定しながら、行財政運営の改善、推進を図り、組織機構の見直しや

定員管理の適正化などについて具体的に取り組んできたところでありますが、事務の権限

移譲による業務量の増加や新たな行政需要への対応など、最低限の職員数は必要であるも

のの、厳しい財政状況下においては、事務の効率化や適正な人員配置と職員の創意工夫の

もと、尐数精鋭主義に徹した行政運営を行う必要があると考えているところであります。 

○議長（村山修一君） 加藤君。 

○１番（加藤 勉君） それぞれ詳しく御説明をいただきましてありがとうございまし

た。 

 特に、私、この羅臼町総合戦略というものを中心に質問しようと思ったのは、だんだん

だんだん人口が減っていく。この前の３月の新聞を読むと、国あたりでは、羅臼町はもう

２,０００人を切るような勢いで、将来的には町村としての維持もおぼつかないような状

況になってくるというのをちょっと見たものですから、せっかくつくりました羅臼町総合

戦略計画というものを見させてもらいました。 

 先ほど町長が言うように、目標１、目標２、目標の４まであります。その中をちょっと

読ませていただいたのですけれども、まず１点目なのですが、基本目標１に「若い世代が

安心して働ける魅力ある産業の振興」というふうにあります。この数値目標が羅臼高等学

校卒業後の町内就職率を２０１９年度１０％増、２０１４年度４２.４％というふうにし

て数値目標がございました。 

 私、実は、高校のＰＴＡのＰＴＡだよりというのを読ませてもらって、果たしてどれぐ

らいの方が町内に就職しているのかなというようなことをちょっと見させてもらったので

すけれども、これでいきますと、ほとんどが町外の学校に進学をしております。そのうち
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の大体、多分２０％だと思ったのですけれども、その方が就職をするのですけれども、そ

のうちでも微々たるものなのですよ、羅臼町で就職する人はですね。そうなってくると、

羅臼町で就職したくても、できないという状態があるのかなというような感じを持つわけ

でございます。 

 何とか、せっかく羅臼高校、先ほどから存続問題も含めてお話をしているのですけれど

も、その羅臼高校生の就職先、町内の就職率を、２０１４年は４２.４％を１０％増した

いということは、半分以上は羅臼の町内に就職をさせてあげたいという基本目標だという

ふうに考えますので、どうかひとつその辺も考慮しながら、政策を進めてもらいたいと思

います。 

 この中にいろいろ、こういうふうな方法でやっていこうということで掲げてあります。

その中には、多分、これはちょっと今の時点でですよ、無理かなというところも何点かあ

るというふうに私は思っております。 

 なぜ無理かというと、これは基本目標の１の８番目なのですけれども、地下資源有効活

用事業、これでもって尐し産業興しをしようということで書いてございましたけれども、

これについては、現在ではちょっと無理かなと。それと、これはちょっと除かれるのだろ

うと。そんなチェックをしていく必要があるのかなと。計画をつくるのはいいのですけれ

ども、こういうふうにして、この目標値を一つ一つ潰していっていただきたいなと思って

います。 

 それから、基本目標２ですけれども、「知床の魅力を活かした移住、定住の推進」で、

施策による転入者をふやしていきたいというふうに書いていまして、それの方向性も書い

てあるのですけれども、この計画自体がもう、既に破綻しているのではないかと私は思っ

ております。 

 それで、毎年、この計画は見直しをしていくということで書いてありますけれども、そ

の辺の見直しについてやっているのか。その中から出てきている問題点についてどう考え

ているのか、それをお聞かせいただきたいというふうに思っております。 

○議長（村山修一君） 企画振興課長。 

○企画振興課長（川端達也君） 毎年、年度末に評価委員会、町民さんの御協力をいただ

きながら評価委員会ということで、総合計画と総合戦略あわせて御意見をいただいており

ます。その中でも、今御指摘ありました地下資源ですとか、そういった事業については、

町として取り組みが進んでいかないというものにつきましては削除しながら、計画を見直

しているところでございます。 

○議長（村山修一君） 加藤君。 

○１番（加藤 勉君） その辺の見直しが次期につながっていくという形ですので、その

辺については、もうあと２年かな、５カ年計画、２０１９年だと。そうすると、もうこと

しあたりからその準備を進めていかなければならないだろうと。毎年毎年やっているので

すけれども。これを、例えばつくったときには、庁内のプロジェクトをつくりながら、住
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民の声も十分聞きながら目標値を掲げていったと。それで羅臼町の人口はこうですよとい

う目標を立てて進んでいったというふうに思うのですね。このことは、やっぱり町民に

とっては大事なのです。これが。まだ、わしは頑張れるぞ、まだ、この町は捨てたもん

じゃないなというふうな指針を示しているのが人口ビジョンであったり、総合戦略だった

りというふうに私自身は思っております。 

 特に、ことし新聞で、羅臼町なんか、だんだんだんだん、２０３０年だったか４０年の

ときには２千何人になってしまうなんていう、ああいう発表をされてしまうとどうなのか

なと。先ほど言ったように高校生も不安になるだろうし、羅臼の高校に入学しても、最終

的には就職がないのだから、この機会だからほかの町に行こうというようなことだって出

てくるというふうに思うわけであります。 

 そういったことで、企画のほうではこれを見直ししながら進めているそうでございます

ので、その辺については、十分審議をした中で進めていってもらいたいと思います。 

 この問題について、町長、考えをお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 町長。 

○町長（湊屋 稔君） 加藤議員から、将来が心配だというようなお話を今伺いました。 

 総合戦略の中で人口減につきましては、新聞等々でいろいろな書き方をされております

ので、私どもの目標値としては３,５００、これを何とか維持するために努力をしていき

たいのだということであります。 

 その中で、多分、新聞に書かれていたのは、３,０００を切るという、多分２,０００で

はないのではないかなというふうに思っておりますけれども。 

 それと地下資源の有効活用、移住の問題。地下資源については、今、地域で使ってい

く、もう既にいろいろな形で利用されている、これが人口増にどうつながるのだというこ

とになれば、またいろいろなこともあろうかと思いますけれども、その資源を持っている

ことによって、例えば企業誘致であったり、そういったものが今後見込まれる可能性があ

るということもあれば、当然そこには雇用が生まれるであろうという観点の中から、そう

いった企業誘致も含めた活動をさらにやっていかなければいけないという思いでございま

す。 

 また、移住、定住につきましては、実績として、実は３名ほど、若い女性の方であった

り、既に移住を決められているということで、羅臼町で活躍をしていただく。これは協力

隊の方々もその一つでありまして、そういった方々が今後羅臼町で活躍をしていただくと

いうことも、これは移住の一つの方法でありますから、今後はさらにそれを拡大していき

たいというふうに考えております。 

 いずれにしても、将来の人口減の要因と言われる部分というのは、さまざまな要因があ

ろうかと思います。特に、先ほど来質問のありました地域の経済、基幹産業の、今漁獲量

の減尐が多く響いているということは否めませんので、この件についても産業の審議会を

つくりましたので、その中でどう対応していくか、これは一丸となってやっていかなけれ
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ばいけないというふうに思っておりますので、さらなる御協力をお願いしたいというふう

に思っております。 

○議長（村山修一君） 加藤君。 

○１番（加藤 勉君） もう一つ、羅臼の人口ビジョンの中で、２７年８月に策定した中

に、羅臼町の就労等に関する分析というのを載せてありまして、水揚げ高と人口の分析と

いう項目がちょっとあったのですよ。僕は、水揚げがかなり減ったので、人口がだんだん

だんだん減っていくのかなと思ったら、水揚げが減ったのだけれども、人口がふえている

だとか、何かそういうような水揚げ高だけでは人口の分析ができないような状況が出てお

りましたので、これについては産業の振興という部分が出てくるのだろうというふうに思

いますので、その辺、ひとつお願いしたいなと、産業の振興ですね、してほしいなと思い

ます。 

 それから、まちづくりのアンケートに関するということで、将来像ですね。１８歳から

２９歳ですとか、３０歳から５９歳、６０歳以上、中高生ということで意識調査をした調

査結果も出ておりました。その中で、特に中高生の８.６％は「住み続けたい」、「でき

れば住み続けたい」という３５.８％、合計４４.４％もいるわけですね。こういう方たち

にやっぱり就職する場所を与えていくというのが行政の一番基本になるだろうという形で

考えておりますので、この高校の存続も含めて、どうかひとつ若い人たちの働ける場所の

創生をお願いしたいというふうに思ってございます。 

 こちらのほうはお願いだけして、次に移りたいと思います。 

 次に、羅臼町の定数条例の関係ですとか配置の問題だとか、ちょっと役場を見ますと、

職員が尐ないのか、どこが尐ないのかわからないのですけれども、非常に忙しいように見

えるのですよ、すごく。多分これでは、先ほどから言われているようにいろいろな調査も

できないだろうし、勉強もできなくなってくるだろうなということで今回取り上げさせて

いただいたのですけれども、まず、羅臼町の課設置条例からいきますと、定数条例という

のがありまして、これは町長も知っているように、町長部局の職員は何人ですよとか、あ

るのですね。最終的にこれが改正されたのは２７年３月１１日。ですから、３年か４年ぐ

らい前の定数条例なのですけれども、その中で、町長の事務部局の職員は１１３人、それ

から議会事務局の職員は２人、それから選挙管理委員会の職員は１人、それから監査委員

の職員は１人、教育委員会の職員は１８人と。公営企業関係の職員、特に水道事業の職員

については４名というふうにして定数条例があります。この定数条例に沿って職員を配置

せという話ではないのですけれども、ただ、これは、定数条例は、その町の存続の意味

で、やっぱり手足になって働ける職員がこれだけいると大丈夫だろうというところで定数

条例は多分定まっているのだというふうに思っております。 

 それで、職員数をちょっと、４月１日に出た機構図で見てみました。まず、町長部局か

らいきたいと思うのですけれども、７課あって１室、７つの課があって１つの室ですよ

と。８課あるのですけれども、そこに課長さんが９人います。課長補佐さんが３人、係長
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さんが２６人、係が３１人、合計６９人しかいないのですね。６９人。これ、どうしてな

のかなと。百何人欲しいと言っているのに６９人しかいないのかなというふうに思ってい

るのですけれども、それでは、そこの中でどれだけの事務をしているのかというのを

ちょっと見ますと、企画振興課で７つの事務を受け持っていることになっているのです。

その条例ではね。それから、総務課では１０です。それから、税務財政課では３つ。これ

は税務と財政をふっつけているからそうなのですけれども、そういうような事務分掌が

あって、その中でどうしてああいう機構をつくっているのか、係長さんがいっぱいその課

にいるのだけれども、担当が民間としてはわからない。何の係を担当している係長さんな

のか。これは機構図のつくり方なのかどうなのかわからないのですけれども、私が見て

も、わかる課もあるのですよ、わかる課もあるのですけれども、例えば、一番上に企画振

興課がある。課長さんが１人、係長さんが企画振興係長として２人、係が、この方は、１

人は地域おこし協力隊なので２人なのですね、合わせて３人。総務課になったら、課長１

人、総務係長という人が４人いて、１人は北海道に派遣している。係といったら２人、１

人が議会事務局に併任、それから再任用の職員が１人、こんな体制になっているのです。 

 僕は、課長さんに聞きたいと思っているのだけれども、ここは聞くのはやめておきます

けれども、こういうような体制で、もしくは課長でいて、この仕事をやってくださいと例

えば命令したときに、どの係長におろすかというのは非常に難しいと思います。例えば、

ほかの町であれば、係長さんは何々の特命、何々の担当というふうにしてやっていると思

うのです。羅臼町はどうしてこういうふうにつくったのか、私はわからないのですけれど

も、わかるところもあるけれども、そういうような係長さんは全部丸められてしまってい

るのね。丸めてしまっている。だから、役場の職員で、何のことをやりたいのですと、例

えば一般事務の方が来たときに、どの人に行けばいいのか、どの係長さんのところに行く

のがいいのかわからないということはないですか。どうだろう。ここでは言いませんよ。 

 多分、一般町民の方だとすると、ちょっと難しいと思う。僕はこんなに係長さんがいる

のかなとは思うのですけれども、中には、先ほど言ったように５００時間もやっている係

長さん、多分これは係長さんだと思うのだ。そういうバランスの悪い配置をしているので

はないのかなというような気がしているのですけれども、その辺については、人事権のあ

る町長から、どう考えるのか。副町長ですか。どうぞ。 

○議長（村山修一君） 副町長。 

○副町長（鈴木日出男君） ただいまの御質問でありますけれども、加藤議員もＯＢとい

うことで、昔から職員をやって、私たちの大先輩でありますから、この辺は十分知った上

での御質問というふうに受けておりました。 

 基本、定数条例、１３９名いるということで調べられておりましたけれども、私どもの

怠慢もあるということを一つ反省しなければならないというふうに思っています。実は、

定数条例をしっかり見直さなければならないというところをやっていないと。だから、こ

れだけの乖離があるということは、私ども、反省をしなければなりません。 
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 定数目いっぱい職員を採用すれば、本当に住民サービスが行き届くのかもしれません

が、先ほど来お話あるとおり、財政的な人件費のこともございますので、できる限り尐数

精鋭主義という形をとらせていただいております。 

 それと、今の機構の問題でありますけれども、多分に窓口業務、お客さんがカウンター

に来ても、誰も顔も上げない、どういたしましたという返事もできないというようなこと

も多々あるということも、私ども、苦情を聞いておりまして、これも反省をしなければな

らないということで、職員の指導を徹底しているところでございます。 

 ただ、機構にある、今お話があった係長が多いのではないかとか、担当者、何を担当し

ているのかわからないということにつきましては、先ほど申し上げました尐数精鋭主義と

いうようなことも含めて、実は、羅臼町はスタッフ制をとっております。たくさんの庶務

規程があって、それぞれ庶務規程どおりやれば、相当の数を置かなければならないという

ことでありますけれども、これは課の中で自由に動ける体制をとろうと。誰かがこの仕事

をやったら、これは私知りませんというようなことではなく、全員がその課の内容を知っ

てもらうということで、窓口の対応を、十分住民サービスできるような方法をとろうとい

うことでスタッフ制を設けたところでございます。 

 したがって、課長に意見を聞きたいというお話ありましたけれども、実は、課長がそれ

ぞれ課の中の職員、係を自由に動かせるという体制もとっております。一度町長がこの係

に、このポストにという職員を置いたら、３年も４年も同じ仕事をやるということではな

く、適宜、課長をして、３年くらいやったら、次に係はこの仕事も覚えていただきたいと

いうようなことは自由にできる体制、これをとろうということで今まで進めてきておりま

すけれども、議員が質問にあるとおり、さっぱりわからないということであれば、これま

たいろいろと考えながら、きちんと住民サービスができる体制を構築していきたいなとい

うふうに思っております。 

 ただ、定数条例に関しては、冒頭お話ししたとおり、この定数を守らなければならない

ということではないというのは議員もおっしゃったとおりでございまして、できるだけ尐

ない中にあっても、住民サービスを怠ることのないように今後とも努めてまいりたいとい

うふうに思っておりますので、御理解をいただきたいと思います。 

○議長（村山修一君） 加藤君。 

○１番（加藤 勉君） 私も元役場職員だったので、非常に目につく部分もございますし

ね。何か課長さんが気の毒だな、係長さん気の毒だなというような思いも若干持っている

のです。その辺については、ちょっとこの場でしゃべるのがどうか、わからないわけです

けれども、そういったことで、これから人口減に伴って、人口が減ったから役場の職員が

減ってもいいのだという考え方には絶対ならないのですね。逆に小さな町だから、いろい

ろなことをしなければならない。いろいろな補助金を持ってこなければならない。それか

ら、規程も探さなければならない。この苦労といったら物すごいと思いますよ。昔みたく

道庁の仕事については、ちゃんと事前に話が来て、ああこうだな、だから申請しようかで
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はなくて、今はもう町村任せですからね、もう。町村がわからないとそのままわからない

で済んでいくという。今はもう役場は競争時代に入っていますから、そういうことで職員

の方には頑張ってほしいなと。なおさら頑張ってほしいなというような気がしてございま

す。 

 もう一つは、教育委員会のほうです。教育委員会。 

 教育長に聞くのがいいのかどうかわからないのですけれども、教育委員会は社会教育課

と学務課というのと２つありますね。前は３つあったのですけれども、これ、学務課長が

いて、補佐がいるだけですね。社会教育課という名前はあるのですけれども。これ、不都

合はないですか。例えば、仕事をやる上で、昔は学社連携といいますね、学校教育と社会

教育が連携しながら一つのことをやっていくという。これ、うまくやってきたと思うので

す、教育委員会の中では。それが今、学務課長と学務課長補佐、こちらの使い分けはどう

なっているかわかりませんけれども、その辺のことも含めて、教育委員会の体制というの

は、僕から見ると何かちょっと住民の意思に立つ箇所にしては、ニーズが足りないのか

な、不都合なのかなというような感じを持っているのですけれども、その辺について教育

長はどう考えているか、お聞かせください。 

○議長（村山修一君） 教育長。 

○教育長（山﨑 守君） 私が教育委員会の教育長になってから、こういう体制をとって

いるのですけれども、これについては、情報が両方の課に的確に流れるということで、私

は大変満足しているところなのです。人が尐ないというのは確かにあります。ですから、

今後、この職員定数条例ですか、何とか解決していけるようになればいいかなと。 

 特に、社会教育と学校教育を一緒に兼務してもらっているというのは、今の国の教育行

政の進展の中で、両方が結局わからないと今進めているコミュニティスクールという考え

方、地域の活動、それから子どもたちの教育が連動しながら進まなければならない。その

連携のスピードさというのか、その辺がやっぱりうまくいくのではないかなということ

で、私は自分の思いでやっておるところです。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） 加藤君。 

○１番（加藤 勉君） 教育長がそういう形の中で、町長部局と連携しながら進めている

のでしょうから、それはいいと思うのですけれども、私の目から見て、教育委員会体制は

貧弱だと、これだけ言っておきたいなと思います。 

 以上です。 

○議長（村山修一君） これで、加藤勉君の質問は終わりました。 

 一般質問を終わります。 

 ここで、２時３０分まで休憩します。 

 ２時３０分、再開します。 

午後 ２時１８分 休憩 
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────────────── 

午後 ２時３０分 再開 

○議長（村山修一君） 再開します。 

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第６ 報告第２号 継続費繰越計算書について 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第６ 報告第２号継続費繰越計算書についてを議題としま

す。 

 提案理由の説明を求めます。 

 町長。 

○町長（湊屋 稔君） １ページをお開き願います。 

 報告第２号継続費繰越計算書についてであります。 

 また、この後、予定しております議案第３５号平成３０年度目梨郡羅臼町一般会計補正

予算から議案第４４号までの１０件の議案につきましては、副町長及び各担当課長から内

容について説明させますので、御審議、御決定くださいますよう、よろしくお願い申し上

げます。 

○議長（村山修一君） 副町長。 

○副町長（鈴木日出男君） 議案の１ページをお願いいたします。 

 報告第２号継続費繰越計算書について。 

 地方自治法施行令第１４５条第１項の規定により、平成２９年度目梨郡羅臼町一般会計

継続費を別紙のとおり翌年度に繰り越したので報告する。 

 ２ページをお願いいたします。 

 平成２９年度目梨郡羅臼町一般会計継続費繰越計算書。 

 この繰越計算書につきましては、本年第１回の定例議会において継続費の補正議決をい

ただいたものでございまして、教育費の３事業について、５月３１日付で継続費繰越計算

書を作成いたしましたので、報告するものでございます。 

 内容につきましては、８款教育費１項教育総務費、事業名、教職員住宅建築事業でござ

います。継続費の総額につきましては、４,７０２万３,０００円でございます。２９年度

の継続費予算現額につきましては３,４００万８,６００円、支出済額３,３９１万２,００

０円、翌年度の逓次繰越額９万６,６００円でございます。繰越金でございます。 

 ３項の中学校費、事業名、知床未来中学校建設事業、２１億１,１８４万５,０００円。

予算現額につきましては１６億８,７４３万５,０００円、支出済額につきましては１６億

８,６５９万５,２４６円、翌年度の逓次繰越額は８３万９,７５４円。財源としては繰越

金、同額繰り越すものでございます。 

 知床未来中学校外構事業、継続費の総額４億４,５４３万２,０００円。予算現額１億
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３,５０２万２,０００円、支出済額１億３,５０２万１,６００円、翌年度の逓次繰越額は

４００円。財源としては繰越金でございます。 

 以上の内容でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） ないようですので、これで質疑を終わります。 

 これから、報告第２号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 報告第２号は、承認することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第６ 報告第２号継続費繰越計算書については、承認することに決定

しました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第７ 議案第３５号 平成３０年度目梨郡羅臼町一般会計補正予算 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第７ 議案第３５号 平成３０年度目梨郡羅臼町一般会計補

正予算を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 副町長。 

○副町長（鈴木日出男君） 議案の３ページをお願いいたします。 

 議案第３５号 平成３０年度目梨郡羅臼町一般会計補正予算。 

 平成３０年度目梨郡羅臼町の一般会計補正予算は、次に定めるところによる。 

 第１条は、歳入歳出予算の補正でございます。 

 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２,３１３万９,０００円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ４８億８０６万８,０００円とする。 

 ２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 ４ページをお願いいたします。 

 第１表、歳入歳出予算補正でございます。 

 歳入でございます。 

 １８款１項繰越金、２,３１３万９,０００円を追加し、２,３１４万円。財源調整のた

めに前年度繰越金に求めたものでございます。 

 歳入合計２,３１３万９,０００円を追加し、４８億８０６万８,０００円となるもので

ございます。 

 歳出でございます。 
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 ２款総務費、１７２万４,０００円を追加し、１３億６,８８８万１,０００円。 

 １項総務管理費、１７２万４,０００円を追加し、１３億３,１５０万７,０００円。内

容につきましては２点ございまして、１点は、共栄町会館前にございます消火栓の１基、

老朽化による故障の本体取りかえ、７２万４,０００円。地域おこし協力隊１名が町内に

定住し、野生動物や自然を題材とした商品開発とその案内人となるガイド育成の要請を図

るための１００万円でございます。 

 ３款民生費、１０９万１,０００円を追加し、４億７,６３７万５,０００円。 

 １項社会福祉費、１０９万１,０００円を追加し、３億９,２８７万１,０００円。この

内容につきましては、介護保険システム改修に伴うものでございまして、特別会計に繰り

出すものでございます。 

 ４款衛生費、１,９３３万円を追加し、６億５,５０２万２,０００円。 

 １項保健衛生費、１６６万２,０００円を追加し、２億６,５２０万５,０００円。内容

につきましては、医療技術者修学資金、看護師の専門学校入学者より修学資金の申請があ

り、１２０万円を追加するものでございます。また、４６万２,０００円の追加につきま

しては、乳幼児医療給付に係るシステム改修費でございます。 

 ３項清掃費、１,７６６万８,０００円を追加し、３億８,３１０万９,０００円。内容に

つきましては、清掃管理センターにおけるタイヤショベルの老朽化に伴い、新車入れかえ

のための事業費でございます。 

 ６款１項商工費、３３万３,０００円を追加し、８,２６４万３,０００円。この内容に

つきましては、管内１市４町の交流人口の拡大に向けた広域観光の取り組みを実施するた

めに、１点目として、ＬＣＣ就航に伴うＰＲ活動に１３万３,０００円、２点目は、ＬＣ

Ｃ就航定着化支援のための負担金として１０万円、東北海道ＤＭＯ設立に伴う負担金とし

て１０万円のそれぞれ支出を行うものでございます。 

 ８款教育費、６６万１,０００円を追加し、８億１,３４９万２,０００円。 

 １項教育総務費、１３万円を追加し、５,０１７万２,０００円。内容につきましては、

教職員住宅に光ケーブルを敷設する受信用の負担金でございます。 

 ５項社会教育費、５３万１,０００円を追加し、４,１３６万６,０００円。これにつき

ましては、町内各学校３校に伴う図書管理システムの整備、それから、峯浜地区におきま

して畜産担い手整備事業が実施されることに伴いまして、一部草地から遺跡が所在すると

いうことから、これの調査費の計上でございます。 

 合わせて、歳出合計２,３１３万９,０００円を追加し、４８億８０６万８,０００円と

なるものでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） ないようですので、これで質疑を終わります。 
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 これから、議案第３５号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 議案第３５号は、原案どおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第７ 議案第３５号平成３０年度目梨郡羅臼町一般会計補正予算は、

原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第８ 議案第３６号 平成３０年度目梨郡羅臼町介護保険事業特別会計 

補正予算 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第８ 議案第３６号 平成３０年度目梨郡羅臼町介護保険事

業特別会計補正予算を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（太田洋二君） 議案の６ページをお願いいたします。 

 議案第３６号 平成３０年度目梨郡羅臼町介護保険事業特別会計補正予算でございま

す。 

 平成３０年度目梨郡羅臼町の介護保険事業特別会計補正予算は、次に定めるところによ

る。 

 第１条は、歳入歳出予算の補正でございます。 

 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６８万９,０００円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ４億５,０７０万８,０００円とするものでございます。 

 ２項は、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によるものでございます。 

 今回の補正予算につきましては、介護保険制度の改正に伴いまして、システム改修が必

要となったことから、その改修経費につきまして歳入歳出それぞれ追加補正をお願いする

ものでございます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 第１表、歳入歳出予算補正で、歳入でございます。 

 ３款国庫支出金、５９万８,０００円を追加し、１億６５０万円。 

 ２項国庫補助金に５９万８,０００円を追加し、３,００６万１,０００円です。システ

ム改修に伴います国庫補助金でございまして、国が定めるこの事業の基準額１１９万６,

０００円の２分の１の補助額でございます。 

 ７款繰入金、１０９万１,０００円を追加し、８,７３２万４,０００円。 

 １項他会計繰入金に１０９万１,０００円を追加し、７,８３６万８,０００円でござい
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ます。システム改修に係る総事業費から国庫補助金を差し引いた金額を一般会計から繰り

入れるものでございまして、ルール分の町の負担金でございます。 

 歳入合計は１６８万９,０００円を追加し、４億５,０７０万８,０００円でございま

す。 

 続きまして８ページで、歳出でございます。 

 １款総務費、１６８万９,０００円を追加し、６７６万３,０００円。 

 １項総務管理費に１６８万９,０００円を追加し、３８３万７,０００円でございます。

介護保険業務に要する経費で、増額をお願いするものでありまして、初めにも申し上げま

したが、介護保険制度の改正に伴いまして、介護保険システムの改修が必要となったもの

でございます。 

 歳出合計は１６８万９,０００円を追加し、４億５,０７０万８,０００円でございま

す。 

 なお、事項別明細につきましては、別冊資料の１３ページから１８ページに掲載してお

りますので、後ほどお目通しをお願いいたします。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） なければ、これで質疑を終わります。 

 これから、議案第３６号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 議案第３６号は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第８ 議案第３６号平成３０年度目梨郡羅臼町介護保険事業特別会計

補正予算は、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第９ 議案第３７号 平成３０年度目梨郡羅臼町水道事業会計補正予算 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第９ 議案第３７号平成３０年度目梨郡羅臼町水道事業会計

補正予算を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 建設水道課長。 

○建設水道課長（武田弘幸君） 議案の９ページをお願いいたします。 

 議案第３７号平成３０年度目梨郡羅臼町水道事業会計補正予算についてでございます。 

 今回の補正につきましては、消火栓の修繕に伴う消防事務組合負担金とその修繕費の増

額でございます。 
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 第１条は総則でございます。 

 平成３０年度目梨郡羅臼町の水道事業会計補正予算は、次に定めるところによる。 

 第２条は収益的収入及び支出の補正でございます。 

 平成３０年度水道事業会計予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとお

り補正する。 

 収入。 

 第１款水道事業収益を７２万４,０００円増額し、１億９,１６４万８,０００円とし、

第１項営業収益を７２万４,０００円増額し、１億６,８８７万９,０００円とするもので

ございます。 

 支出。 

 第１款水道事業費用、７２万４,０００円を増額し、１億９,１６４万８,０００円と

し、第１項営業費用、７２万４,０００円を増額し、１億５,６０９万３,０００円とする

ものでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） これで質疑を終わります。 

 これから、議案第３７号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 議案第３７号は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第９ 議案第３７号平成３０年度目梨郡羅臼町水道事業会計補正予算

は、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１０ 議案第３８号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用 

弁償に関する条例の一部を改正する条例制定 

について 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１０ 議案第３８号特別職の職員で非常勤のものの報酬及

び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例制定についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 保健福祉課長補佐。 

○保健福祉課長補佐（洲崎久代君） 議案の１０ページをお願いします。 

 議案第３８号特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例制定について。 
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 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を

別紙のとおり制定する。 

 １１ページをお願いいたします。 

 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例。 

 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を次のように改正

する。 

 改正理由でございますが、国民健康保険制度の改正により、本年４月より羅臼町国民健

康保険運営協議会の名称を改めたことにより、条例別表中の名称の変更をする必要が生じ

たため改正するものでございます。 

 改正内容でございます。 

 別表中「羅臼町国民健康保険運営協議会委員」を「羅臼町の国民健康保険事業の運営に

関する協議会委員」に改める。 

 附則。 

 この条例は、公布の日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 以上でございますが、参考資料の１ページ、資料１－１、本条例の概要、及び資料１－

２に本条例の新旧対照表を掲載しておりますので、後ほどお目通し願います。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） なければ、これで質疑を終わります。 

 これから、議案第３８号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 議案第３８号は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第１０ 議案第３８号特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁

償に関する条例の一部を改正する条例制定については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１１ 議案第３９号 羅臼町町税条例の一部を改正する条例制定について 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１１ 議案第３９号羅臼町町税条例の一部を改正する条例

制定についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 税務財政課長。 

○税務財政課長（鹿又明仁君） 議案の１２ページをお願いいたします。 

 議案第３９号羅臼町町税条例の一部を改正する条例制定について。 
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 羅臼町町税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 １３ページをお願いいたします。 

 羅臼町徴税条例の一部を改正する条例。 

 今回の改正につきましては、本年５月２３日に公布されました生産性向上特別措置法

（平成３０年法律第２５号）に伴う改正でございます。 

 改正内容につきましては、生産性革命の集中投資期間におけます臨時及び異例の措置と

して、地域の中小企業に対します設備投資の促進に向けた特例措置でございまして、市町

村が主体的に作成しました導入促進基本計画に基づき行われました中小企業の生産性向上

を促す新規の設備投資に対しまして、固定資産税の負担を３年間減免するとする特例措置

の創設に伴い、所要の改正を行うものでございます。 

 改正条例につきましては、議案の１３ページに掲載しておりますが、改正の内容につき

ましては、お手元に別冊として配付してございます参考資料の３ページ、資料２－１、羅

臼町町税条例の一部を改正する条例制定説明資料により、主な改正条項の内容について御

説明させていただきますので、特段の御理解を賜りたいと存じます。 

 参考資料の３ページをお願いいたします。 

 改正条項の内容でございます。 

 １番、法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合でございます。附則第１０条

の２第１６項の改正に伴うものでございまして、生産性向上を促す新規の設備投資に係る

固定資産税の負担を３年間減免する措置の規定を加えるものでございまして、以下の要件

を満たす設備投資が対象となるものでございます。①は町の導入促進基本計画に基づき認

定を受けた中小企業が実施します設備投資、②は生産性改革を実施するための設備投資、

③は企業の収益向上に直接つながる設備投資でございまして、②及び③の所要を満たすこ

とによりまして、単純な設備投資の更新は除外されるものでございます。 

 特例率につきましては、２分の１以下ゼロ以上でございまして、市町村の条例で定める

割合となりますが、特例率をゼロにすることによりまして、国の各種補助金が優先的に採

択されますこと、さらには、補助率がかさ上げされますことから、特例率をゼロと定め、

期間につきましては、平成３０年度から平成３２年度までの３年間に限定するものでござ

います。 

 附則第１０条の２第１７項につきましては、前段の第１６項を創設しましたことにより

ます、項のずれに伴います改正でございます。 

 附則として、第１項は施行期日でございまして、公布の日から施行し、平成３０年６月

６日から適用するものでございます。ただし、第２条の規定につきましては、平成３１年

４月１日から施行するものでございます。 

 第２項は経過措置でございまして、この条例によります改正後の羅臼町町税条例の規定

につきましては、平成３０年度以後の年度分の固定資産税について適用しまして、平成２

９年度分までの固定資産税につきましては、なお従前の例によるものでございます。 
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 続きまして、次の４ページ、資料２－２、羅臼町町税条例の一部を改正する条例新旧対

照表につきましては、後ほどお目通しをお願いいたします。 

 なお、市町村が策定いたします生産性向上特別措置法の規定によります市町村導入促進

基本計画につきましては、先端設備等の導入促進の目的、また、種類、内容に関する事

項、計画期間、配慮すべき事項等の５項目を定めるものでございまして、固定資産税の経

過措置による税制面からの支援、さらには、各種補助金におけます優先採択など、中小企

業が設備投資を通じまして労働生産性の向上を図るための支援措置でありますことから、

現在策定を進めているところでございますが、概要につきましては、次の５ページ、資料

２－３に生産性向上特別措置法の施行に伴う中小企業の設備投資に関する支援及び固定資

産税の特例についてを掲載してございますので、後ほどお目通しをお願いいたします。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） これで質疑を終わります。 

 これから、議案第３９号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 議案第３９号は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第１１ 議案第３９号羅臼町町税条例の一部を改正する条例制定につ

いては、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１２ 議案第４０号 羅臼町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に 

関する基準を定める条例の一部を改正する条例制 

定について 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１２ 議案第４０号羅臼町放課後児童健全育成事業の設備

及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 保健福祉課長補佐。 

○保健福祉課長補佐（洲崎久代君） 議案の１４ページをお願いいたします。 

 議案第４０号羅臼町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例制定について。 

 羅臼町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を別紙のとおり制定する。 

 １５ページをお願いいたします。 
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 羅臼町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例。 

 羅臼町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を次の

ように改正する。 

 改正内容につきましては、参考資料の６ページ、資料３－１、羅臼町放課後児童健全育

成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の概要にて説明さ

せていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 改正理由でございますが、本年４月に放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準省令が改正されたことに伴い、放課後児童支援員の資格要件の拡大及び支援員の資格

要件中の学校教諭の資格について明確化されたことにより、町で規定している条例内の資

格要件を見直すものでございます。 

 改正条文でございます。 

 第１０条第３項第４号を教育職員免許法第４条に規定する免許状を有する者に改める者

でございます。 

 当該規定は、教諭となる資格を有する者について、教員免許更新制との関係がわかりづ

らいものとなっていたため、学校教員免許法の第４条に規定する免許状を有する者と改正

したことにより、かつて教員免許を取得したが、更新を受けておらず、失効している方も

支援員の資格となることなど、明確にしたものでございます。 

 また、同条同項第９号の後に第１０号として、５年以上放課後児童健全育成事業に従事

した者であって、町長が適当と認めるものを追加するものでございます。これは放課後児

童支援員について全国一律の基準としていたものに対し、人口の尐ない自治体や過疎地な

どでは人材確保が難しい状況であることを踏まえ、一定の経験のある者が支援員となるこ

とができるよう改正したものでございます。 

 附則として、この条例は、公布の日から施行し、平成３０年４月１日から適用するもの

でございます。 

 以上でございますが、参考資料７ページ、資料３－２に本条例の新旧対照表を掲載して

おりますので、後ほどお目通し願います。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） なければ、これで質疑を終わります。 

 これから、議案第４０号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 議案第４０号は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 
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 したがって、日程第１２ 議案第４０号羅臼町放課後児童健全育成事業の設備及び運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定については、原案のとおり可決され

ました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１３ 議案第４１号 羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型サービス 

の事業の人員、設備及び運営に係る基準に関する条 

の一部を改正する条例制定について 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１３ 議案第４１号羅臼町介護保険法に基づく指定地域密

着型サービスの事業の人員、設備及び運営に係る基準に関する条例の一部を改正する条例

制定についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（太田洋二君） 議案の１６ページをお願いいたします。 

 議案第４１号羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営に係る基準に関する条例の一部を改正する条例制定についてでございます。 

 羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に係る

基準に関する条例（平成２５年条例第４号）の一部を改正する条例を別紙のとおり制定す

る。 

 １７ページをお願いします。 

 羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に係る

基準に関する条例の一部を改正する条例。 

 羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に係る

基準に関する条例の一部を次のように改正する。 

 改正条文につきましては、以下記載のとおりでございますが、内容につきまして御説明

をいたしますので、恐れ入りますが、参考資料の８ページ、資料４－１をお願いいたしま

す。 

 条例改正の概要でございます。 

 まず、改正理由でありますが、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一

部を改正する法律等の施行に伴いまして、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び夜間対

応型訪問介護を提供する者の範囲を従前どおりとするため、所要の規定の整備が行われた

ことから、関連する町条例の整理をするものでございます。 

 改正条項でございます。 

 条例第５条第１号は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護についての条項でござい

まして、訪問介護員等について、これまでは政令で定める者としておりましたが、その政

令についての詳細を括弧書きで追加したものでして、「（施行規則第２２条の２３第１項
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に規定する介護職員初任者研修課程を修了した者に限る。）」を追加しております。 

 第４６条第１項は、指定夜間対応型訪問介護についての条項でありまして、第５条と同

様に政令で定める者の詳細を追加したものでございます。 

 第５９条の９第６号は、指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針についての条項でご

ざいまして、文言の整理と、認知症に関する根拠法令番号の変更でございます。「この場

合において」としていたものを「特に」に、「法第５条の２」を「法第５条の２第１項」

としたものでございます。 

 第６１条第１項は、従業員の員数についての条項でございます。「以下同じ。」を追加

し、「職種は、次の各号に掲げるものとし、その職種ごとの員数は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。」としていたものを「員数は、次のとおりとする。」と文言整理を

行ったものです。 

 以上４点の改正でございますが、この改正による介護サービス等の影響はございませ

ん。 

 附則といたしまして、この条例は、公布の日から施行するものでございます。 

 なお、参考資料の９ページ、１０ページに、資料４－２として条例の新旧対照表を記載

しておりますので、後ほどお目通しをお願いいたします。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） これで質疑を終わります。 

 これから、議案第４１号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 議案第４１号は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第１３ 議案第４１号羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備及び運営に係る基準に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いては、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１４ 議案第４２号 羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防 

サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地 

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための 

効果的な支援の方法に係る基準に関する条例の一部 

を改正する条例制定について 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１４ 議案第４２号羅臼町介護保険法に基づく指定地域密
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着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的な支援の方法に係る基準に関する条例の一部を改正する

条例制定についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（太田洋二君） 議案の１８ページをお願いいたします。 

 議案第４２号羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に係る基準に関する条例の一部を改正する条例制定についてでございます。 

 羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

係る基準に関する条例（平成２５年条例第５号）の一部を改正する条例を別紙のとおり制

定する。 

 １９ページをお願いします。 

 羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

係る基準に関する条例の一部を改正する条例。 

 羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

係る基準に関する条例の一部を次のように改正する。 

 今回の改正につきましては、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部

改正する法律において、介護保険法の条項が整理されたことに伴いまして、指定介護予防

認知症対応型通所介護の事業を定めた規定の中で引用する介護保険法の条項名が整理され

たことから、関連する町条例を改めるものでございます。 

 条例の第４条中「法第５条の２」を「法第５条の２第１項」に改めるものでございま

す。 

 この条例第４条につきましては、基本方針についての条項でありまして、法第５条の条

項名の変更による内容の変更はございません。 

 附則といたしまして、この条例は、公布の日から施行するものでございます。 

 なお、参考資料の１１ページに資料５－１、条例改正の概要、また、１２ページに資料

５－２、条例の新旧対照表を掲載しておりますので、後ほどお目通しをお願いいたしま

す。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） なければ、これで質疑を終わります。 
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 これから、議案第４２号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 議案第４２号は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第１４ 議案第４２号羅臼町介護保険法に基づく指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る

介護予防のための効果的な支援の方法に係る基準に関する条例の一部を改正する条例制定

については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１５ 議案第４３号 羅臼町過疎地域自立促進市町村計画の変更について 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１５ 議案第４３号羅臼町過疎地域自立促進市町村計画の

変更についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 企画振興課長。 

○企画振興課長（川端達也君） 議案２０ページをお願いいたします。 

 議案第４３号羅臼町過疎地域自立促進市町村計画の変更についてであります。 

 羅臼町過疎地域自立促進市町村計画を別紙のとおり変更するため、過疎地域自立促進特

別措置法第６条第７項の規定に基づき議会の議決を求めるものでございます。 

 今回の変更につきましては、今後新たに活用を予定しております事業を追加するもので

ございます。 

 詳細につきましては、別紙の羅臼町過疎地域自立促進市町村計画の変更で御説明申し上

げますので、別紙の１ページをお願いいたします。 

 表の左側が変更前で、右側に変更後を記載しております。変更後の下線箇所が追加する

事業であります。 

 最初に、区分は教育の振興で、事業名（３）集会施設、体育施設等の体育施設に町民温

水プール改修事業を追加します。 

 次に、２ページ目をお願いします。 

 区分は地域文化の振興等、事業名で（１）地域文化振興施設等に地域文化振興施設、及

び事業内容に公民館整備事業を追加するものでございます。 

 以上、よろしくお願いします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） これで質疑を終わります。 

 これから、議案第４３号を採決します。 
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 この採決は、起立によって行います。 

 議案第４３号は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第１５ 議案第４３号羅臼町過疎地域自立促進市町村計画の変更につ

いては、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１６ 議案第４４号 工事請負契約の締結について 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１６ 議案第４４号工事請負契約の締結についてを議題と

します。 

 提案理由の説明を求めます。 

 学務課長補佐。 

○学務課長補佐（福田一輝君） 議案の２１ページをお願いいたします。 

 議案第４４号工事請負契約の締結について。 

 次の工事請負契約を締結したいので、地方自治法第９６条第１項第５号並びに議会の議

決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に基づき議会の議決

を求めるものでございます。 

 契約の目的、旧春松中学校解体工事。 

 契約の方法、指名競争入札。 

 契約の金額、１億６９２万円。 

 契約の相手方、尾田・鈴木・栄進経常建設共同企業体。代表者、北海道目梨郡羅臼町礼

文町１５番地、尾田建設株式会社、代表取締役尾田美保子。 

 参考といたしまして、予定工期につきましては、平成３０年６月２２日から平成３０年

１２月２０日まででございます。 

 概要につきまして御説明いたしますので、参考資料の１３ページ、資料６をお願いいた

します。 

 解体部分につきましては、斜線で記されている部分と、及びバックネットでございま

す。黒の実線で囲われているところが高さ２メーターの鉄板で覆いまして、校舎の赤矢印

で記されている部分が塗装部分にアスベストが含まれている部分でございます。 

 １４ページをお願いいたします。 

 塗装にアスベストが含まれている部分につきましては、赤い斜線で記されている部分で

ございまして、解体工事のときに飛散しないよう全体を覆う形で工事を行う予定となって

おります。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） なければ、これで質疑を終わります。 

 これから、議案第４４号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 議案第４４号は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第１６ 議案第４４号工事請負契約の締結については、原案のとおり

可決されました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１７ 発議第３号 中標津町への北海道立林業大学校設置に関する意見書 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１７ 発議第３号中標津町への北海道立林業大学校設置に

関する意見書を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 松原臣君。 

○７番（松原 臣君） 発議第３号中標津町への北海道立林業大学校設置に関する意見

書。 

  上記の議案を会議規則第１３条の規定により別紙のとおり提出する。 

  平成３０年６月２１日提出、羅臼町議会議長村山修一殿。 

  提出者、羅臼町議会議員松原臣。 

  賛成者、羅臼町議会議員、宮腰實、同じく坂本志郎、同じく髙島讓二。 

  中標津町への北海道立林業大学校設置に関する意見書。 

  北海道は、豊富な森林資源を背景に、造林面積や素材生産量などは全国一の規模を有

している一方で、伐採、植林などの林業生産活動を担う林業労働者の高齢化等、森林づ

くりを担う人材の育成・確保が喫緊の課題となっています。 

  このような状況の中、林業・木材産業への就業前に、現場の作業及び管理に必要な知

識や技能・技術を習得した人材を育成することにより、企業経営を支えるとともに、林

業生産活動などを通じた地域づくりに貢献し、北海道の林業及び木材産業の健全な発展

に資することを目的に、北海道が平成３２年度の開校を目指し検討している（仮称）北

海道立林業大学校の設置は、極めて重要かつ有効な施策であり、大きな期待を寄せてい

るところです。 

  中標津町を含む根室・釧路管内には、豊富なカラマツ、トドマツなどの人工林など約

５６万ヘクタールの森林が広がっており、森林組合を含む林業事業体や、製材工場をは

じめとした様々な木材関連事業所が、地域の林業・木材産業を支えています。 

  また、当管内は、緩傾斜地に広がる北海道遺産の「格子状防風林」をはじめとした防
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風林、河川や湿原の周辺の河畔林、海岸沿いの魚つき保安林など、地域の基幹産業であ

る酪農や漁業、住民生活を保全する貴重な森林として整備されており、これらの森林資

源の特徴を活かした、多様で健全な森林の施業実習が可能な地域です。 

  さらには、世界自然遺産「知床」や「阿寒摩周国立公園」、「知床国立公園」、「釧

路湿原国立公園」といった３つの国立公園を抱えており、シマフクロウ、オジロワシ、

タンチョウ、イトウなどの希尐な野生生物が生息・生育する豊かな自然環境と景観の保

全等、森林のもつ多面的な役割を学び、実感できる貴重な地域でもあります。 

  これらのことから、基幹産業である酪農と漁業、森林・林業が共存共栄し、発展して

きた根室・釧路管内は北海道の縮図と言っても過言ではなく、この地域で林業を学ぶこ

とにより、全道の各地域において、林業生産活動などを通じた地域づくりに貢献できる

人材を育成することができ、地域林業の担い手不足解消につながるものと考えます。 

  加えて、特に根室管内には大学・専門学校がなく、高等学校卒業後における専門教育

機関の設置は地域の悲願でもあります。 

  つきましては、根室・釧路管内の総意として、（仮称）北海道立林業大学校の中標津

町への設置を強く要望いたします。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  平成３０年６月２１日、北海道羅臼町議会議長村山修一。 

 よろしくお願いします。 

○議長（村山修一君） 説明が終わりましたので、質疑を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） これで質疑を終わります。 

 これから、発議第３号を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 発議第３号は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（村山修一君） 起立総員です。 

 したがって、日程第１７ 発議第３号中標津町への北海道立林業大学校設置に関する意

見書は、原案のとおり可決されました。 

 本意見書は、本議会において関係機関に送付することに決定しました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１８ 各委員会閉会中の所管事務調査の件 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１８ 各委員会閉会中の所管事務調査の件を議題としま

す。 

 お諮りします。 

 各委員長から、委員会においての調査について、会議規則第７１条の規定により、お手
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元に配付のとおり閉会中の所管事務調査の通知が議長に提出されておりますので、承認し

たいと思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） 異議なしと認めます。 

 したがって、各委員長から提出された閉会中の所管事務調査の件は、承認することに決

定しました。 

──────────────────────────────────── 

◎日程第１９ 議員派遣の件 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） 日程第１９ 議員派遣の件を議題とします。 

 北海道町村議会議長会主催の町村議会議員研修の内容については、お手元に配付のとお

りであります。 

 お諮りします。 

 議員派遣の件については、お手元に配付のとおり派遣することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（村山修一君） 異議なしと認めます。 

 したがって、お手元に配付のとおり派遣することに決定しました。 

──────────────────────────────────── 

◎閉会宣告 

──────────────────────────────────── 

○議長（村山修一君） これで、本日の日程は全部終了しました。 

 会議を閉じます。 

 平成３０年第２回羅臼町議会定例会を閉会します。 

 長時間ありがとうございました。 

午後 ３時２６分 閉会 
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